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○審査事件等 

付  託  事  件  名 所 管 課 

議案第 ９５ 号 決算の認定について（令和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 消 防 総 務 課 

議案第 ９５ 号 決算の認定について（令和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）  

議案第 ９６ 号 決算の認定について（令和２年度薩摩川内市温泉給湯事業特別会計歳

入歳出決算） 
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議案第１０７号 剰余金処分及び決算の認定について（令和２年度薩摩川内市下水道事
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経 営 管 理 課 

上 水 道 課 

下 水 道 課 
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市 民 課 

環 境 課 

議案第 ９５ 号 決算の認定について（令和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

議案第１０１号 決算の認定について（令和２年度薩摩川内市国民健康保険事業特別会

計歳入歳出決算） 

議案第１０４号 決算の認定について(令和２年度薩摩川内市後期高齢者医療事業特別 

会計歳入歳出決算） 

保 険 年 金 課 

（ 市 民 健 康 課 ） 

（ 税 務 課 ） 

（ 収 納 課 ） 

 

議案第 ９５ 号 決算の認定について（令和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

議案第１０３号 決算の認定について（令和２年度薩摩川内市介護保険事業特別会計歳 

入歳出決算） 

高 齢 ・ 介 護 福 祉 課 

（ 市 民 健 康 課 ） 

 (障害・社会福祉課) 

議案第 ９５ 号 決算の認定について（令和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

            

保 護 課 

子 育 て 支 援 課 

───────────────────────────────────────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 -  

△開  会 

○委員長（帯田裕達）ただいまから、生活福

祉委員会を開会します。 

 本日の委員会は、お手元に配付しております審

査日程により審査を進めていきたいと思いますが、

御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、そのように審査を進めます。 

 ここで、本日の審査に当たって留意事項を申し

上げます。 

 まず審査は、決算認定議案のみを行い、所管事

務調査は行いませんので、質疑をされる場合は、

決算と関連したものとなるよう御留意ください。 

 また、各課の審査の冒頭に部長等から決算の概

要として主要施策の成果の概要説明を受けた後、

課長等から決算内容の説明を受けることとしてお

りますので、よろしくお願いします。 

 ここで、傍聴の取扱いについて申し上げます。

現在のところ、傍聴の申出はありませんが、会議

の途中で傍聴の申出がある場合は委員長において

随時許可します。 

────────────── 

△消防総務課の審査 

○委員長（帯田裕達）それでは、消防総務課

の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第９５号 決算の認定について（令

和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決

算） 

○委員長（帯田裕達）議案第９５号決算の認

定について（令和２年度薩摩川内市一般会計歳入

歳出決算）を議題とします。 

 初めに、決算の概要について、局長の説明を求

めます。 

○消防局長（中村 真）私から消防局全体の

主要施策の成果について概要等を御説明いたしま

すので、決算附属書の１４５ページをお開きくだ

さい。 

 初めに、予算の執行状況でありますが、令和

２年度の消防局所管の予算現額は１７億８２４万

７,０００円で、決算額は１６億８,５１６万

７,７６１円でありまして、執行率は９８.６％で

ございます。 

 主要施策のうち、１の常備消防体制の強化につ

きましては、火災予防消防及び救急救助体制の充

実強化を図るため、車両等の資機材の更新整備を

行うほか、消防職員の資質の向上のための各種研

修への派遣や防災研修センターの利用促進により

防災意識の啓発を図ったところであります。 

 重点施策として、感染防止衣の購入、救助工作

車積載資機材の購入、東部消防署非常用発電設備

改修工事等を実施したところであります。 

 次に、中ほど右側の小さい表になりますが、火

災救急救助発生件数であります。火災は４０件で

前年より１件の減、救急は４ ,１１４件で

３２１件の減、救助件数は５５件で７件の減とな

っております。 

 次の表の消防職員の研修派遣人数でありますが、

人数については表のとおりであり、新型コロナの

感染拡大の影響もあり、消防大学校への派遣はな

く、県消防学校等へは派遣をしたところでありま

す。 

 その下の表でございますが、防災研修センター

来館者でございます。令和２年度は３,６４６人

の方が来館され、３月末までの累計は４万

２,５１５人となったところであります。 

 令和２年は、新型コロナ感染拡大の影響もあっ

て、入館者の受付を停止した期間もあり、前年に

比較しまして大幅な減少となったところでありま

す。 

 近年の災害状況を考えますと、一人でも多くの

市民に利用していただき、災害時において自分の

命は自分で守れる行動につながる取組になるよう

にしたいと考えておりますが、新型コロナの感染

防止対策に十分配慮しながら、今後も同センター

の活用につながる方策を講じていきたいと考えて

おります。 

 次に、２の非常備消防体制の強化でありますが、

消防団の災害現場等における安全管理体制の強化

や活動環境の改善に向けた各施設、資機材の更新

整備を行うほか、団員の資質向上のための各種研

修への派遣、地域住民と一体となった防災環境づ

くりを目指し、記載の事業を実施したところであ

ります。 

 また、右の小さな表ですが、消防団員の研修派

遣人数について記載してありますので御参照いた

だきたいと存じます。 
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○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○消防総務課長（松下直生）まず初めに、歳

出について御説明申し上げます。 

 １８１ページを御覧ください。 

 ９款消防費１項消防費１目常備消防費は、支出

済額は１３億３,７６５万３,７３４円です。右側

備考欄になりますが、常備消防一般管理費の事項

は、主に、職員１５９人分の給与費等のほか、消

防局全般にわたる事務管理及び庁舎等の維持管理

に要する経費などです。 

 続いて、同じく右側備考欄の常備消防費の区分

の下から９行目の常備消防車両管理費の事項では、

主に、常備消防車両に対する車検整備及び法定点

検、特殊車両である大型車両のはしご車及び高所

放水車の保守点検整備業務委託料等でございます。 

 また、一番下の段の公用車事故による損害賠償

金につきましては、発生した２件により支払った

ものであります。 

 １件目は、令和２年９月西部消防署の救急車が

串木野新港へ向かう途中、南九州西回り自動車道

下り線金山トンネル内で前方の車両を追い越そう

とした際、接触、本市の過失割合を１００％とし

て、相手車両の修理代金等を支払ったものです。 

 ２件目は、令和２年１２月業務で執行中、陽成

町の交差点で、左側から右折しようとした相手方

車両と接触した事故で、本市の過失割合９割とし

て支払ったものです。 

 なお、賠償金については、全国主要物件災害共

済金の自動車損害共済災害共済金により全額補填

されております。 

 続きまして、同じく１８１ページの２目非常備

消 防 費 は 、 支 出 済 額 は １ 億 ５ , ６ ０ ３ 万

４,５９６円です。右側備考欄になりますが、非

常備消防一般管理費の事項では、主に消防団員

１,２６５人分の団員報酬及び費用弁償等のほか、

１９節負担金補助及び交付金で、鹿児島県市町村

総合事務組合消防補償等事業負担金などが主なも

のでございます。 

 非常備消防費区分の右側備考欄の下から５段目

の非常備消防車両管理費の事項では、主に消防団

関係の車両の燃料及び車検、法定点検、修繕料並

びに自動車損害保険料などでございます。 

 続いて、同じく１８１ページの下段の３目常備

消防施設費では、支出済額は ５ ,００８万

９,４００円です。 

 右側備考欄を御覧いただき、常備消防施設費で

は、東部消防署が開署から３７年を迎え、非常用

発電設備の老朽化により電源立地等対策交付金を

活用して改修工事を実施しました。 

 １８３ページをお開きください。 

 右側備考欄上から２行目の常備消防車両等購入

費の事項では、新型コロナウイルス感染症対策地

方創生臨時交付金を活用した自動式心肺蘇生器を

追加整備しました。 

 続いて、４目非常備消防施設費では、支出済額

は１億４,１３９万３１円です。 

 右側備考欄になりますが、非常備消防施設費の

事項では、高城東分団高城部車庫詰所の新築工事

に伴います工事費や耐震性防火水槽２基の新設工

事などです。なお、前年度からの繰越明許費で大

馬越分団大馬越部の車庫詰所等を新築しておりま

す。 

 非常備消防車両等購入費の事項では、特定離島

ふるさとおこし推進事業補助金、石油貯蔵施設立

地対策等交付金、緊急防災・減災事業債等を活用

し、消防ポンプ自動車２台、小型動力ポンプ普通

積載車３台、小型動力ポンプ３台を更新整備した

ところです。 

 ま た 、 ２ ２ 節 補 償 補 填 及 び 賠 償 金 ２ 万

１,０００円は、令和元年度に完成予定の大馬越

分団大馬越部車庫詰所等が令和２年度へ工事がず

れ込み、繰越明許費による繰越金を設定した際、

敷地に電柱があり、移設する必要が生じるとして

予算計上しましたが、行政財産使用料が支払われ

ておらず、九州電力が移設したため未執行となっ

たものです。 

 次に、歳入について申し上げますので、決算書

の２５ページをお開きください。 

 １４款使用料及び手数料１項使用料８目消防使

用料では、１節消防使用料のうち消防局所管分は、

右側備考欄の行政財産使用料消防総務課分１５万

７,６６９円で、九州電力、ＮＴＴの電柱等の使

用料です。 

 続きまして、２９ページをお開きください。 

 ２項手数料８目消防手数料１節消防手数料は、

調定額及び収入済額１５８万５,４５０円で、右

側備考欄になりますが、危険物関係手数料
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１４１万６,０５０円、危険物関係手数料事前調

定分１６万９,４００円であります。 

 続きまして、３１ページをお開きください。 

 １５款国庫支出金１項国庫負担金５目消防費負

担金１節消防費負担金は、調定額及び収入済額

２５万７,８１７円で、右側備考欄になりますが、

緊急消防援助隊活動費負担金です。 

 次は、３５ページになります。 

 ２項国庫補助金７目消防費補助金１節消防費補

助金は、調定額及び収入済額２０万５,０００円

で、消防団設備整備費補助金であります。 

 次は、４５ページになります。 

 １６款県支出金２項県補助金７目消防費補助金

１節消防費補助金は、右側備考欄になりますが、

特定離島ふるさとおこし推進事業補助金及び石油

貯蔵施設立地対策等交付金で、調定額及び収入済

額は合計１,９０６万２,０００円でございます。 

 内訳としまして、特定離島ふるさとおこし推進

事業では、下甑地域に配備している小型動力ポン

プ普通積載車２台を更新整備したものです。補助

額は９２１万３,０００円で、補助率は事業費の

１０分の８です。 

 続いて、石油貯蔵施設立地対策等交付金事業で

は、小型動力ポンプ普通積載車１台と小型動力ポ

ンプ３台を購入したもので、交付額は９８４万

９,０００円で定額交付となっております。 

 ５１ページになります。 

 １６款県支出金３項県委託金８目消防費委託金

１節消防費委託金は、右側備考欄になりますが、

権限移譲事務委託金で、花火打上げに伴う煙火消

費許可申請の火薬類取締法に関する事務に対する

委託金で、平成３０年度中の煙火消費許可申請

１６件に関わる事務委託金で、調定額及び収入済

額は１６万３,０００円でございます。 

 ５３ページになります。 

 １７款財産収入１項財産運用収入１目財産貸付

収入１節土地建物貸付収入で、右側備考欄になり

ますが、上から１７段目、消防局所管分は、貸家

料として自動販売機設置４か所分１１０万

３,０５３円でございます。 

 ５７ページになります。 

 １８款寄附金１項寄附金１０目消防費寄附金

１節消防費寄附金で、右側備考欄下段にあります

ように、消防局所管分は１,１１０万円でありま

す。 

 ７３ページでございます。 

 ２１款諸収入５項雑入４目雑入１節雑入で、右

側備考欄上から１８段目にあります消防局所管分

は、建物損害保険金から職員宿舎家賃までの７項

目で４２８万４,５４６円でございます。建物及

び自動車損害保険金、外国語１１９同時通訳業務

委託に対する分担金や甑島地域の待機宿舎及び借

上型職員待機宿舎９世帯分の実費徴収金、電気料

など実費収入金でございます。 

 最後に、財産に関する調書のうち、消防局所管

につきましては、３３３ページの区分の上から

３段目の消防施設に記載してあります。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたので、これより質疑を行います。御質

疑願います。 

○委員（井上勝博）まず一つ、消防費寄附金に

ついて１,１１０万円ということで、結構高くな

っているんですが、これ何件で、どういうところ

からの寄附なのか、お尋ねいたします。 

○ 消 防 総 務 課 長 （ 松 下 直 生 ） 寄 附 金

１,１１０万円につきましては、１,０００万円は

愛知県一宮市在住の方から、コロナ禍で活動する

救急隊に資機材の整備として役立ててほしいとい

うことで１件、１,０００万円寄附を頂いており

ます。 

 ２件目、１００万円につきましては、入来町在

住の女性の方が血液に対する病気をお持ちで、救

急隊員にたびたびお世話になっていると。その感

謝の気持ちを込めて送りたいということで

１００万円頂いております。 

 １０万円につきましては、東郷町の石油会社の

社長様が危険物安全協会の加入者で、危険物安全

協会に役立ててほしいということで１０万円寄附

を頂いております。 

 以上３件、１,１１０万円でございます。 

○委員（井上勝博）１,０００万円というのは

愛知県の方ということで、どういう縁があったと

いうか、ふるさとがこちらだとか、そういうこと

ですか。 

○消防総務課長（松下直生）１００円ショッ

プの共同設立者の御主人様でして、奥様が樋脇町

出身ということで、ふるさとに貢献したいという

ことで救急車を寄贈いただきました。その御縁で
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今また救急隊の役に立ちたいということで

１,０００万円頂いております。 

○委員（井上勝博）あとコロナ関係で、自動式

心肺蘇生器、６台を購入されておりますが、これ

は、この新規購入のほかに在庫というのはおかし

いんですけど、全体で今何台ぐらいあるものなん

ですか。 

○警防課長（濱田 浩）現在、消防局では実

動車の救急車が７台と予備の救急車が１台おりま

すが、その中で実動の救急車２台、自動式心肺蘇

生器は既に持っておりました。 

 今回の、救急隊の感染リスクを抑えるというこ

とで、令和２年４月に日本臨床救急医学界から院

外の心肺停止の患者さんに対応する救急隊が、胸

骨圧迫心臓マッサージ、それを機械式でやること

によって感染リスクを抑えるということで、今回

の自動式心肺蘇生器の推奨をされましたので、今

回の購入に至ったところです。 

○委員（井上勝博）分かりました。コロナ対策

では、今言われた機械の購入で使われたと。この

コロナの関係で、不用額が生じたものがあったと

思うんですけれども、そういうのは分かりますか。

不用額の中で、今回４月からの予算ですから、コ

ロナがどんどん感染者が増えていって、いろんな

公共施設が使えなくなったりとかいうのがありま

したけれども、消防関係でこのコロナの関係で不

用額になったものというのは、どのぐらいあるも

のなんですか。 

○消防総務課長（松下直生）不用額はござい

ません。今、議員の質問の自動式心肺蘇生器のほ

かに新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金で救急隊のマスク、ゴーグル、フェイス

シールドとか、感染防護衣、こういうものを購入

いたしておりまして、不用額で購入したというの

はございません。交付金で購入いたしております。 

○委員（犬井美香）決算附属書の同じく

１４５ページなんですけど、消防職員の研修派遣

人数と消防団員の県消防学校以外のその他研修で、

研修派遣人数が消防職員のほうは４９人増、そし

て、消防団のほうは６人減ということなんですけ

ど、コロナ禍において本庁舎内の職員の研修もオ

ンラインであったりとか、研修の機会が減ったと

いうふうに聞いていたんですけど、消防職員に関

しては、その他研修ということで、ちょっと内容

も教えていただきたいんですが、増えているのは、

何かコロナ禍においても、とにかく必要だったと

いうことだとは思うんですけど、何かこう理由が

ありますでしょうか。 

○警防課長（濱田 浩）今回の職員の研修に

つきまして、大幅に増えてはいるんですけど、そ

れについては救急救命士の再教育ということで、

令和２年度、令和元年度に調整した話ではあるん

ですが、医師会立市民病院が指示病院となってお

り、その中で再教育の病院実習の受入れ調整がつ

きまして、令和２年度から救急救命士の再教育と

いうことで病院研修を実施しました。 

 これに当たっては、コロナウイルスの感染拡大

があった中で、医療機関側としても受入れについ

て御相談をさせていただいてオーケーを頂きまし

たので、実施したため、こういう大幅な増加にな

っております。 

 また、消防団員の方の研修につきましては、消

防学校のいろいろな専科教育が中止になりました

ので、その分の減です。 

○委員（犬井美香）よく分かりました。これか

らは、では救命士の方々が更にステップアップさ

れているので救える命が増えるというふうに期待

しております。 

 あと、決算書の歳入の７４ページに職員宿舎家

賃収入が６万円とあるんですけれども、年間６万

円と考えると、全体の戸数と入居率であったりと

か、家賃というのがどのようになっているかとい

うのを少し教えてください。 

○消防総務課長（松下直生）家賃収入、６万

円につきましては、横浜市消防局のほうへ派遣し

ております。その宿舎の月５,０００円の年６万

円となっております。 

 宿舎等につきましては、官舎が上甑・下甑分駐

署管内にありまして、その官舎と下甑地域につき

ましては、借上型住宅を４人分借りておりますの

で、そのほうの実費となっております。 

○委員（犬井美香）では、６万円というのは、

この横浜市の方のものということですよね。上甑

と下甑は、その官舎であったり、借上型住宅のほ

うには入居はされていないということですか。 

○消防総務課長（松下直生）入居はしており

ます。 

○委員（犬井美香）この家賃収入というのは、



- 7 -  

どのような感じですか。 

○消防総務課長（松下直生）上甑、下甑の待

機宿舎及び借上型の家賃につきましては、実費と

して薩摩川内市のほうに入るようになっておりま

す。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 以上で、消防総務課の審査を終わります。 

────────────── 

△水道局の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、水道局の審査に

入ります。 

────────────── 

△決算の概要について 

○委員長（帯田裕達）初めに、決算の概要に

ついて局長の説明を求めます。 

○水道局長（今井功司）それでは、水道局に

係ります決算の概要につきまして説明いたします

ので、まず、決算附属書を御準備いただきたいと

思います。決算附属書の１６７ページをお開きい

ただきたいと存じます。 

 まず、一般会計からでございます。経営管理課

所管分の一般会計についてでありますが、（１）

の温泉給湯事業に対しまして繰出金を、また

（３）から（５）の水道事業、簡易水道事業、下

水道事業の公営企業会計に対しまして負担金、補

助 金 及 び 出 資 金 を 、 ３ 事 業 合 計 で ８ 億

５,４９５万５,８２０円支出いたしたところでご

ざいます。 

 なお、簡易水道事業会計への補助金の中には、

新型コロナウイルス感染症拡大に伴います生活費

等の軽減のために実施いたしました水道料金減免

によります減収補填分１,２１８万円が含まれて

いるところでございます。 

 また、（２）の飲用井戸等整備支援事業につき

ましては、水道の未普及地域におきまして飲用水

を確保するため、家庭用飲用井戸を設置する場合

のボーリング工事等の費用の一部補助を令和２年

度におきましては１件支出したところでございま

す。 

 次に、１６８ページをお開きいただきたいと存

じます。 

 上水道課所管分の一般会計についてであります

が、旧工業用水道施設等の維持管理では、平成

２５年度をもって廃止いたしました旧工業用水道

施設等の維持管理と下之湯が入っております旧総

合休養会館の適切な維持管理に努めたところでご

ざいます。 

 次に、１６９ページを御覧いただきたいと存じ

ます。 

 温泉給湯事業特別会計でございますが、樋脇、

入来及び祁答院地域の分湯施設の適切な施設維持

管理に努めますとともに、平成２９年度から指定

管理により運営しております入来温泉湯之山館に

おきましては、令和２年度の利用者数は、新型コ

ロナウイルス感染症の発生前と考えられます令和

元年度と比べまして減少することなく同程度とな

ったところでございます。 

 また、樋脇地域におきまして、配湯管の布設工

事等を実施し、分湯の安定供給に努めたところで

あります。 

 次に、１７０ページでございます。 

 下水道課の所管の一般会計の概要につきまして

説明いたします。 

 １の地域下水処理事業では、設置後３０年経過

の永利処理区及び設置後３４年経過の鹿島処理区

の地域下水処理施設の維持管理を行ったところで

あります。 

 １７１ページを御覧ください。 

 ２の小型合併処理浄化槽整備補助事業につきま

しては、アの補助基数等の表の中ほどの計の欄に

ありますとおり、令和２年度におきましては、合

併浄化槽設置に対しまして３６３基分の補助金を、

また、くみ取方式や単独浄化槽から合併浄化槽に

切り替えるための宅内の配管工事に対します補助

を令和２年度から制度拡充いたしまして、８７件

交付したところでございます。 

 １７２ページをお開きいただきたいと存じます。 

 ３の特別会計の繰出金では、浄化槽事業特別会

計に対しまして繰出金を支出し、４の雨水ポンプ

場事業は、公共下水道の供用区域外に設置してお

ります中郷及び平佐ポンプ場の維持管理経費であ

りまして、大雨時に問題なく運転できるよう適正

な維持管理を行ったところでございます。 

 １７３ページを御覧いただきたいと存じます。 

 ５の都市下水道事業は、川内地域の市街地の公
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共下水道の供用区域外にございます四つの都市下

水路の維持管理を行ったところであり、６の下水

道管理費では、下水道事業の実施に伴います給与

費等の支出のほか、既存の専用住宅から下水道へ

の接続に対し１０件の公共下水道と接続補助金を

交付したところでございます。 

 次に、１７４ページをお開きください。 

 浄化槽事業特別会計についてであります。１の

浄化槽施設管理では、上甑地域の江石地区をはじ

めとした４地区で整備いたしました市町村設置型

浄化槽の適正な維持管理に努めたところでござい

ます。 

 以上で、一般会計及び特別会計の施策概要を終

わります。 

 続きまして、三つの公営企業会計の決算概要に

つきまして説明いたします。 

 まず、水道事業から説明させていただきます。

別冊となっております令和２年度水道事業会計の

決算書を準備いただき、１０ページをお開きいた

だきたいと存じます。 

 １、概況の（１）総括事項のうちイの業務量で

ありますが、当年度末におきます給水件数は、前

年度比１件の増、給水人口は６１５人の減となり、

給水人口の減少傾向が続いているところでありま

す。また、総有収水量は、前年度比１.７５％増

となり、有収率の増減はございませんでした。 

 次に、ハの経営状況でありますが、営業収益は

前年度比７ .７８％減、営業費用は前年度比

２.８２％増となり、その結果、差引き営業利益

は 前 年 度 比 ６ ７ . ７ ５ ％ 減 の ７ , ９ ０ ８ 万

４,３７０円となったところでございます。 

 営業外収益は、前年度比６.３１％増、営業外

費用は前年度比８.５６％減となり、営業利益か

ら営業外収支を加減した経常利益は、前年度比

４５.２４％減の１億８,１０４万６,９６７円と

なりました。 

 これに特別損失を減じ、当年度純利益は、前年

度比４５.２３％減の１億８,１０１万９５７円と

なったところでございます。これは、新型コロナ

ウイルス感染症拡大に伴いまして生活費等の軽減

のための実施いたしました水道料金の減免により

ます営業収益の減収が主な要因であると考えてい

るところでございます。 

 水道事業におきましては、今後も昨年度策定い

たしました経営戦略の進捗管理を行いますととも

に、効率的な維持管理によります経費削減に取り

組むなど、企業として経済性を発揮しながら、市

民の皆様に安全で安心な水を安定的に供給し、な

お一層の市民サービスの向上に努めてまいりたい

と考えているところでございます。 

 以上が、水道事業でございます。 

 続きまして、簡易水道事業でございます。 

 令和２年度の簡易水道事業会計決算書別冊とな

っております。簡易水道事業決算書の１０ページ

でございます。 

 簡易水道事業につきましては、令和２年４月

１日に公営企業会計に会計制度を移行しましたこ

とから、今回の決算審査から公営企業会計決算と

して審査をお願いするものであります。 

 １、概況の（１）総括事項のうちイの業務量で

ありますが、当年度末における給水件数は、前年

度比１６件の減、給水人口は１６９人の減となり、

給水件数、給水人口とも減少傾向が続いていると

ころでございます。 

 また、総有収水量は、前年度比１.２２％減、

有収率は１.８ポイント減少したところでござい

ます。 

 経営状況でございますが、営業収益から営業費

用を差し引きました営業損失は１億７,８０１万

６,０９１円となり、営業損失から営業外収支を

加減した経常利益は３,８１５万３,８３７円とな

ったところでございます。 

 これに特別利益を計上し、特別損失を減じた当

年度純利益は３,６００万２,４８７円となったと

ころであります。 

 簡易水道事業におきましても、公営企業会計へ

の移行に伴いまして持続可能な事業経営を行うた

め、投資更新計画を実行するための経営戦略の策

定に取り組みまして、企業としての経済性を発揮

しながら、甑島地域の市民の皆様に安全で安心な

水を安定的に供給し、なお一層の市民サービスの

向上に努めてまいりたいと考えているところでご

ざいます。 

 以上が、簡易水道でございます。 

 最後になります。下水道事業であります。別冊

となっております下水道事業会計決算書を御準備

いただき、１２ページでございます。 

 下水道事業につきましても、令和２年４月１日



- 9 -  

に公営企業会計に会計制度を移行しましたことか

ら、今回の決算審査から公営企業会計決算として

審査をお願いするものでございます。 

 １、概況の（１）総括事項でありますが、下水

道事業におきましては、公営企業会計の制度移行

に伴いまして、公共下水道事業特定環境保全公共

下水道事業、農業集落排水事業及び漁業集落排水

事業の４事業を統合いたしまして、地域の特性に

対応いたしました効率的で適正な生活排水処理を

推進し、快適な生活環境の提供と水質改善を図る

ため、施設の効率的な維持管理及び下水道管渠工

事等を実施したところであります。 

 イの業務量についてでありますが、当年度末に

おけます排水戸数は、前年度比３件の減、接続人

口は１４人の増となったところであります。また、

総有収水量は、前年度比０.０５％減、有収率は

２.２ポイント減少したところでございます。 

 経営状況でございますが、営業収益から営業費

用を差し引きました営業損失は５億９９３万

４,２０４円となり、営業損失から営業外収支を

加減いたしました経常利益は ６ ,８２２万

５,２４０円となりました。 

 これに特別利益を計上し、特別損失を減じ、当

年度純利益は９,５０３万６,９７３円となったと

ころでございます。 

 下水道事業におきましても、公営企業会計への

移行に伴いまして、持続可能な事業経営を行うた

め、投資更新計画と、それを実行するための経営

戦略の改定に取り組みまして、企業としての経済

性を発揮しながら、快適な生活環境の提供と水質

改善を図り、なお一層の市民サービスの向上に努

めてまいりたいと考えているところでございます。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○経営管理課長（橋口公男）歳入歳出決算書

の８９ページをお開きください。 

 ２款１項５目財産管理費で、備考欄の下から

６ 行 目 、 上 水 道 課 分 の 支 出 済 額 は ２ ４ 万

５,６８０円で、旧工業用水水源池と上水場の除

草作業業務委託が主なものであります。 

 次に、１４３ページをお開きください。 

 ４款２項４目地域下水処理費の支出済額は１億

３,０６７万１,９４０円です。 

 備考欄を御覧ください。事項下水処理施設管理

費では、永利浄化センター維持管理業務委託ほか

７件、鹿島地区圧送管仮設工事、事項、小型合併

処理浄化槽整備補助事業費では、上下水道温泉事

業窓口等関連業務委託、小型合併処理浄化槽設置

整備補助金３６３件が主なものであります。 

 １４５ページ、事項浄化槽費は、浄化槽事業特

別会計への繰出金となります。２３節償還金利子

及び割引料は、過年度使用料過誤納等の還付金が

なかったため執行はありませんでした。 

 次に、１４７ページをお開きください。 

 ４款３項１目水道費の支出済額は１２７万

６,０００円で、温泉給湯事業特別会計への繰出

金と飲用井戸等整備支援事業補助金１件分であり

ます。 

 次に、１７７ページをお開きください。 

 ８ 款 ５ 項 ４ 目 下 水 道 費 の 支 出 済 額 は

７,８９１万２,２５３円です。事項下水道管理費

では、職員８人分の給与費、公共下水道等接続補

助金１０件分、事項都市下水路管理費では、住連

木１号幹線人孔改築工事。事項ポンプ場管理費で

は、中郷ポンプ場、平佐ポンプ場維持管理業務委

託ほか３件が主なものであります。 

 次に、２１７ページをお開きください。 

 １３款２項１目公営企業費の支出済額は８億

５,４９５万５,８２０円です。内容は、水道事業

会計、簡易水道事業会計及び下水道事業会計の負

担金、補助金、出資金であります。 

 歳出は以上であります。なお、５０万円以上の

流用はありません。 

 次に、歳入について説明いたします。 

 １７ページをお開きください。 

 １４款１項３目１節衛生使用料で、備考欄の下

のほうになります。水道課分は、永利及び鹿島で

供用しているコミュニティプラントに係る下水施

設使用料です。 

 収入未済額の３０万４,５５０円は、全額下水

施設使用料分であります。 

 ２１ページをお開きください。 

 ６目３節都市計画使用料は、備考欄の一番下、

下水道課分でガス管等の占用に係る都市下水路占

用料であります。 

 ２７ページをお開きください。 

 ２款３目１節衛生手数料の備考欄、一番下にな

ります。下水道課分は、浄化槽清掃業許可申請手
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数料であります。 

 その下、２節督促手数料は、下水処理施設使用

料 に 係 る 督 促 手 数 料 で 、 収 入 未 済 額 が

３,９００円であります。 

 ３３ページをお開きください。 

 １５款２項３目２節清掃費補助金のうち、下水

道課分は小型合併処理浄化槽設置補助事業に係る

地方創生汚水処理施設整備推進交付金であります。 

 ３５ページをお開きください。 

 ２款６目２節都市計画事業費補助金のうち下水

道課分は、雨水ポンプ場事業に係る社会資本整備

総合交付金であります。 

 ４１ページをお開きください。 

 １６款２項３目３節清掃費補助金のうち下水道

課分は、県の浄化槽整備事業交付金であります。 

 ５３ページをお開きください。 

 １７款１項１目１節土地建物貸付収入は、備考

欄の下から１１行目、上水道課分で、旧工業用水

道事業跡地及び樋脇町下之湯公衆浴場の電柱に係

る貸地料であります。 

 ５５ページをお開きください。 

 １７款１項２目１節利子及び配当金のうち下水

道課分は、備考欄下から６行目、下水道整備貸付

基金に係る利子収入であります。 

 財産に関する調書について説明いたしますので、

３３３ページをお開きください。 

 行政財産の欄、下から４行目、簡易水道施設で

ありますが、令和２年４月に簡易水道事業特別会

計から簡易水道事業会計に移行したことから、土

地建物がそれぞれゼロに減少し、決算年度残高は

いずれも空白となっているところであります。 

 その下、その他の行に下水道課の財産がありま

す 。 土 地 の 決 算 年 度 中 の 減 の う ち ６ 万

１,４９７.９７平米、建物非木造の決算年度中の

減のうち５,１８６.８１平米が下水道事業会計に

移行したことから、それぞれ減少いたしました。 

 次に、３３６ページをお開きください。 

 下から４番目、下水道課分の県環境保全協会出

捐金について記載があります。 

 ３４１ページをお開きください。 

 一番下の下水道整備貸付金について記載があり

ます。 

 ３４９ページをお開きください。 

 下水道整備貸付金について説明いたします。

（５）の貸付けの状況は、令和２年度での新たな

貸付けはありませんでした。令和２年度に７件、

１５８万８,６００円の償還があり、令和２年度

末の貸付額は３７６万５,０００円となっており

ます。 

○委員長（帯田裕達）ただいま、当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

○委員（犬井美香）決算附属書の１７０ページ

の地域下水処理事業の中で鹿島処理区、先ほども

御説明があったと思うんですけど、建設年度が古

いということで設置から３４年でしたかね、たっ

て古いということで、加入率というのは１００％

になっているようなんですが、使用料の徴収率と

いうのが６１％というふうになっているんですけ

れども、ここは何かこう理由があるのかどうかと

いうことと、今後、維持管理費だけが膨らんでい

くような気もするんですが、今後どのように考え

ていらっしゃるか、ちょっとお聞かせください。 

○下水道課長（今村淳一）今の犬井委員から

の御質問ですが、使用料徴収率が６１.３％と低

いのはなぜかという御質問でした。 

 こちらに関しましては、計算式が使用料徴収戸

数を計画戸数の４００で割っておるもんですから

６１.３％となっておりますが、実際は加入して

いらっしゃる方から全部取っておりますので、こ

こは１００％と考えてよろしいかと思います。 

 それともう一つの御質問の老朽化しているので、

これからどうするのかというところなんですが、

こちらに関しましては、鹿島の皆様が今使ってい

らっしゃる施設なので、これをどうにか今後も使

っていくために我々も検討しておりまして、今こ

の施設を新しく再構築していくための方策を考え

ております。 

 それには多額の経費が必要になってくるもんで

すから、施設のダウンサイジングとか、場所をち

ょっと移して、簡単な施設に変えるとかというの

を今計画しているところです。 

○委員（井上勝博）新型コロナウイルス感染症

拡大に伴う水道料金の減免が行われまして、

１,２１８万円減収になったということです。そ

れは、感染症対応地方創生臨時交付金を使ったと

いうことですが、１０ページのところで、給水収

益が大幅な減少となったのは、この感染症に経済
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的負担の軽減を図るというふうに減額されたとい

うふうに言っているんですが、この１,２１８万

円というのは交付金を充てたわけですよね。そう

すると、減収というふうになったというのは、ど

ういうことなのかなと思うんですけど。 

○水道局長（今井功司）まず、この水道事業

につきましては、今、委員がおっしゃられた

１,２００万円の減収分の補填は簡易水道事業分

でございます。水道事業も減免をしておりますが、

水道事業につきましては、水道事業会計内の財源

で対応するということで、一般会計からの補填は

なかったということで、簡易水道事業会計の

１,２００万円につきましては、一般会計から補

填をしていただいて、一般会計の補助金にその交

付金を活用して補填していただいたということで

ございます。補填は簡易水道事業会計のみです。 

○委員（井上勝博）一般会計の減収補填という

のは、金額的には幾らだったんですか。 

○水道局長（今井功司）結論から申しますと、

一般会計からその補填をしていただいたのは、そ

の簡易水道事業の１,２１８万円だけでございま

す。 

○委員（井上勝博）そうすると、一般会計とい

うか水道会計の中で減免したんだけど、その分を

減収という形にしたということになるわけですね。

その金額をちょっと知りたいんですけど。 

○水道局長（今井功司）では、申し上げます。 

 水道事業のほうの減免額は、金額でいきますと

約１億５,０００万円の減免をしたところでござ

います。その１億５,０００万円を水道事業の事

業内で経費削減等をして、数年かけて対応すると

いうことで補填は頂かなかったということでござ

います。 

○委員（井上勝博）本当にこの減免というので、

実際請求書を見て助かったという方の声というの

があるんですね。だから、コロナ禍というのは、

この年度だけじゃなくて、今年までずっと続いて

いるわけですので、やっぱり減免を続けてほしか

っ た な と 思 っ て い る ん で す が 、 こ の １ 億

５,０００万円というのに国の地方創生臨時交付

金をなぜ使えないのかなというふうに思うんです

が、どうなんでしょうか。 

○水道局長（今井功司）この臨時交付金の補

助対象外ではございません。これらを補填する経

費は。ただ、市が全体的に事業を展開いたしまし

たので、そういう財源を使いましたので、その財

源調達の中で、こちらの水道事業関係の補填の対

象、市としての対象にならなかったということで

御理解いただきたいと思います。 

○委員（井上勝博）そうすると、財政課のほう

で配分をしたということになるわけですが、水道

の関係というのは、非常に低所得の方々がすごく

助かるものでもありますので、引き続き減免をす

るということは、やっぱりこれは減免されている

わけ、この会計は。今年はやってないんですけれ

ども。まだコロナ禍は分かりませんので、今後も

この減免というのは考えていただきたいという要

望です。 

○水道局長（今井功司）今、引き続きという

ことで御発言がございましたが、コロナの減免を

しない場合の収益につきましては、純利益は３億

円ほどで推移をしておりました。その関係で令和

２年度につきましては、その今後の事業で調整し

ようということでしたけれども、これを更にまた

減免をするとなると、後年度の事業にもちょっと

影響がございますので、そこについては令和２年

度に限って今考えているということで御理解いた

だきたいと考えています。 

○委員（井上勝博）令和２年度については減免

された。令和３年度はできなかった。しかし、コ

ロナはこれからも分からないという状況ですので、

これはやっぱり財政との一般会計との関係で、や

っぱり要求して、繰り入れていただくように要求

するということもできないということですか。 

○水道局長（今井功司）要求自体ということ

は不可能ではございませんけれども、市全体とし

てコロナ対策に取り組んでおりますので、水道事

業については、令和２年度の減収で対応できたん

ですけれども、それが３年、４年となりますと、

先ほど言いましたとおり、削減の幅が大きくなり

ますので、市としては、経済対策等を重視して予

算化したと考えておりますので、要求をしたとし

ても市の方向性として、そういうふうに整理され

るのかというところはちょっと難しいと考えてお

りまして、水道事業については令和２年度にかけ

てということに、今、考えておりますので、そこ

は御理解いただければ非常にありがたいと思うん

です。 
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○委員（犬井美香）ちょっと教えてください。 

 小型合併処理浄化槽整備補助事業に関連してな

んですけど、公共下水道事業認可区域など以外に

おける小型合併処理浄化槽の設置に対して補助金

を交付ということになっているんですけど、この

認可区域内に住んでいる方とか、これから住まれ

る方は全て加入とか、接続というような流れにな

っていくのかというのがもし分かれば教えてくだ

さい。 

○下水道課長（今村淳一）小型合併処理浄化

槽の補助金が出る対象区域といいますのが、下水

道事業を実際実施している区域以外になります。

ですので、下水道事業区域内で、今、そこにお住

まいになられる方は、下水道が来ていれば下水道

につないでいただくことになるんですけれども、

工事の関係でまだ届いていない方も、実際います。

そういう方は補助金がない状態で合併浄化槽をつ

けられたりというのも事例としてあります。 

 ですので、下水道が完全に整備されますと、そ

の合併浄化槽から切り替えていただいて、下水道

につないでいただくことになっております。 

○委員（犬井美香）下水道が今敷かれていると

ころに住んでいる方々というのは、今から途中か

ら住まれる方というのは、そうやって途中からの

接続になると思うんですけど、もう今現在も何年

も住まれている方々というのは１００％接続はさ

れているんでしょうか。 

○下水道課長（今村淳一）残念ながら、まだ、

そこまではいっておりません。これ下水道事業の

ほうでも説明することになると思うんですけど。

よろしいでしょうか。すみません。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 ここで、本案の審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第９６号 決算の認定について（令

和２年度薩摩川内市温泉給湯事業特別会計

歳入歳出決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第９６号決

算の認定について（令和２年度薩摩川内市温泉給

湯事業特別会計歳入歳出決算）を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○経営管理課長（橋口公男）歳出から説明い

たしますので、２２６ページをお開きください。 

 １ 款 １ 項 １ 目 一 般 管 理 費 の 支 出 済 額 は

３,９４６万１,５９１円であります。 

 備考欄を御覧ください。事項、温泉管理費の経

営管理課分では、お客様センターへの窓口等関連

業務委託が主なものであり、上水道課分では職員

一人分の給与費、さざらし中継タンク清掃業務委

託ほか３件、市比野地区配湯管の布設替工事、温

泉用源泉ポンプの備品購入が主なものであります。 

 ５款１項１目予備費は、充用の必要が生じなか

ったため、執行しておりません。 

 次 に 、 歳 入 に つ い て 説 明 い た し ま す 。

２２４ページを御覧ください。 

 １款１項２目分湯使用料は、１節が現年度分、

２節が滞納繰越し分です。樋脇、入来、祁答院地

域の分湯使用料であります。収入未済額は８３万

１,９２０円となっております。 

 ３款１項１目１節は、一般会計からの繰入金で

す。４款１項１目１節は、前年度からの繰越金、

５款３項１目雑入は原子力立地給付金であります。 

 ２２８ページをお開きください。 

 実 質 収 支 に 関 す る 調 書 は 、 収 入 総 額

４,１６８万７,０００円、歳出総額３,９４６万

２ ,０００円で、歳入歳出差引額は２２２万

６,０００円となりました。 

 翌年度へ繰り越す財源はありませんので、実質

収支額は１,０００円未満を切り捨てて２２２万

５,０００円であります。 

 次に、３３４ページをお開きください。 

 財産に関する調書について説明いたします。 

 （４）物件のうち普通財産及び行政財産の温泉

権の増減はありませんでした。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑に入ります。御質疑

願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑はないと認めます。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。本決算を認定すべき

ものと認めることに御異議ありませんか。 
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［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

────────────── 

△議案第９７号 決算の認定について（令

和２年度薩摩川内市浄化槽事業特別会計歳

入歳出決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第９７号決

算の認定について（令和２年度薩摩川内市浄化槽

事業特別会計歳入歳出決算）を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○経営管理課長（橋口公男）歳出の説明をい

たしますので、２３５ページをお開きください。 

 １款１項１目一般管理費の支出済額は９６５万

９０７円であります。上甑地域における戸別合併

処理浄化槽維持管理業務委託が主なものでありま

す。 

 未執行について説明いたします。 

 ９節旅費は、上甑支所で各業務の対応をされ、

水道局からの出張が不要となったものであります。 

 ２３節償還金利子及び割引料は、過年度使用料

過誤納等による還付金がなかったことによるもの

であります。 

 ３款１項公債費の支出済額は、１目元金及び

２目利子の合計で２５３万２,６５０円となって

おります。 

 次に、歳入について説明いたしますので

２３３ページを御覧ください。 

 ２款１項１目１節浄化槽配水施設使用料は、当

年度の施設使用料と滞納繰越分であります。８万

７,２６０円が収入未済となっております。 

 ２款２項２目１節は、当年度と滞納繰越分の督

促手数料で１,４００円が収入未済となっており

ます。 

 ４款１項１目１節は、一般会計からの繰入金で

あります。 

 ２３７ページをお開きください。 

 実 質 収 支 に 関 す る 調 書 は 、 歳 入 総 額

１,２１８万４,０００円、歳出総額も同額で、歳

入歳出差引額はゼロ円であり、実質収支額もゼロ

円であります。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑に入ります。御質疑

願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑はないと認めます。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。本決算を認定すべき

ものと認めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

────────────── 

△議案第１０５号 剰余金処分及び決算の

認定について（令和２年度薩摩川内市水道

事業剰余金処分及び令和２年度薩摩川内市

水道事業会計決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第１０５号

剰余金処分及び決算の認定について（令和２年度

薩摩川内市水道事業剰余金処分及び令和２年度薩

摩川内市水道事業会計決算）を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○経営管理課長（橋口公男）別冊となってお

ります水道事業会計決算書の１ページをお開きく

ださい。 

 （１）収益的収入及び支出の収入決算額は

１８億２,５２９万４,４００円で、支出の決算額

は１５億７,４８０万７,６５８円であります。 

 （２）資本的収入及び支出の収入の決算額は

２億９,３５２万７,５３３円で、支出の決算額は

１０億５,３９５万６,１５７円であります。 

 表の下にあります、資本的収支で不足する７億

６,０４２万８,６２４円は、記載してありますよ

うに、各財源で補填をしております。 

 ３ページ、４ページの損益計算書は、経営状況

について局長から概要説明がありましたので省略

させていただきます。 

 ５ページを御覧ください。 

 剰余金計算書について増減があったものについ

て説明いたします。 

 ６ページの利益剰余金のうち減債積立金２億

７,９７２万５,０００円を取り崩し、未処分利益

剰余金では、減債積立金取崩分２億７,９７２万

５,０００円と当年度純利益１億８,１０１万

９５７円が増加しております。 
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 下段の表を御覧ください。 

 剰余金処分計算書案であります。剰余金処分に

ついては、未処分利益剰余金４億６,０７３万

５,９５７円を議会の議決を得て自己資本金への

組入れと、減債積立金へ積み立てをし、処分をし

ようとするものであります。御承認方をよろしく

お願いいたします。 

 ７ページをお開きください。貸借対照表になり

ます。資産の部、１、固定資産のうち（１）有形

固定資産は、令和２年度の建設改良費で、取得し

た固定資産を科目別に計上しております。 

 （２）無形固定資産は、電話加入権、水利権で

あります。 

 以上、固定資産合計では１６６億３,５９０万

５,７４４円です。２、流動資産は、（１）現金

預金から（４）有価証券までの流動資産合計で

１６億９,０３２万７７７円であります。 

 ８ページを御覧ください。 

 負債の部、３、固定負債は、（１）企業債と

（３）引当金の合計で４４億 ７ ,５１９万

４,９７９円であります。 

 ４、流動負債は、（１）企業債から（５）その

他流動負債までの合計で５億５ ,６２２万

８,３９９円となっております。 

 ５、繰延収益は、（１）長期前受金と（２）長

期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 を 加 減 し 、 ２ ３ 億

３,０８５万３,２１８円となっております。 

 固定負債、流動負債、繰延収益の負債合計で

７３億６,２２７万６,５９６円であります。 

 ９ページをお開きください。 

 資本の部、６、資本金は、自己資本金で９９億

５,５０１万８,００８円、７、剰余金は、（１）

資本剰余金と（２）利益剰余金で、合計は１０億

８９３万１,９１７円であります。 

 資 本 金 、 剰 余 金 の 資 本 合 計 は １ ０ ９ 億

６,３９４万９,９２５円となり、資産合計と負債

資本合計ともに１８３億２,６２２万６,５２１円

であります。 

 １２ページをお開きください。 

 職員に関する事項です。令和２年度は、令和元

年度より二人増の３０人であります。また、下の

表、水道事業支弁職員は、損益勘定所属職員と資

本勘定所属職員、計２７人で、前年度と比較して

一人増となっております。 

 １３ページから１７ページは、改良費の概況と

なっております。 

 １７ページを御覧ください。排水管布設替事業

等の件数は６２件で６億９,７８６万７,５００円

であります。 

 １８ページを御覧ください。 

 業務料と給水人口から有収率まで示してありま

す。 

 ２０ページをお開きください。 

 企業債の状況になります。令和２年度の借入額

は２億７,９１０万円、償還額が２億７,９７２万

５,０５６円です。当年度末企業債残高は４６億

６,７４２万２７３円となり、前年度より６２万

５,０５６円の減となっております。 

 ２２ページをお開きください。 

 キャッシュフロー計算書であります。１の業務

活動分が、収益的収支による現金の増減、また、

２の投資活動及び３の財務活動分が資本的収支に

よ る 現 金 の 増 減 で あ り ま す 。 資 金 が ２ 億

５,１８４万２,１２１円増加し、前年度からの繰

越現金と合わせて期末残高が１６億２,２９２万

３２９円となっております。この現金残高が

７ページ、貸借対照表の現金預金と一致するもの

であります。 

 ２３ページから２６ページまでは、収益的収支

及び資本的収支の明細書であります。 

 ２７ページをお開きください。 

 （１）有形固定資産明細書は、１年間の固定資

産の増減及び減価償却費の明細であります。 

 上の表の④の年度末現在高、⑦の減価償却累計、

⑧の年度末償還未済高がそれぞれ７ページの貸借

対照表の（１）有形固定資産と一致するものであ

ります。 

 下の表（２）無形固定資産の水利権には、川内

川水利権申請に係る委託料を記載してあります。 

 次に、２９ページから３８ページまでは、地域

別の企業債明細書になっております。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑に入ります。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）先ほどの質問で有収率につ

いてですが、類似団体と比べて本市はどうなんで

しょうか。 

○上水道課長（永田一朗）有収率については、
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令和元年度は８９ .４％で、令和２年度も

８９.４％ということで、本市の上水道について

の有収率はそういう形なんですけど、水道局の決

算資料３というのが別冊で一応資料がございます。

そこの１３ページと１４ページを御覧ください。 

 ここに、県内都市経営分析一覧表という形で、

県内の市町村の有収水率というのが一番下のほう

に記載してございます。一番左のほうに薩摩川内

市８９.４％ということで、あと鹿児島市のほう

が９１.９％、鹿屋市が８１.１％という形等で、

隣接する阿久根のほうが８１.２％、あと出水が

７７ .２％、ずっといくといちき串木野市が

８９.９％という形で、薩摩川内市の有収水率

８９.４％については、上位のほうに位置してい

るのかなという形でございます。 

○委員（福田俊一郎）まず、総有収水量が、

前年度比増加をしていることに対しまして、当局

の、水道局の御努力が認められるところでありま

す。 

 また、先ほど一般会計の中で質問がありました

けれども、給水収益が今回減免対象、これは新型

コロナの感染症対策として減免対象になり、４か

月分が減額された中で、先ほど１億５,０００万

円という答弁がなされたところです。 

 簡易水道につきましては、１,２００万円を一

般会計から補填されたということでありますし、

また、コロナ対策の地方創生交付金については、

充当できないということでありましたから、一般

会計からの持ち出し、繰入れという形になったん

であろうというふうに思うところです。 

 そもそも水道事業につきましては、公営企業会

計、独立採算性を導入しているわけでありますか

ら、今回、更新投資等については、水道料金によ

って進めていかなきゃならないわけであります。 

 先ほどこの減額分につきましては、経費によっ

てこれを削減していくというような自助努力をさ

れるということであったんですけれども、先ほど

の簡易水道のように、一般会計からの補填がなぜ

水道事業についてはできないのか。この辺につい

てまずお尋ねしたいと思います。 

○水道局長（今井功司）一般会計から公営企

業会計に支援するというか、繰り出すというもの

について繰出基準というものがございまして、水

道事業に関しましては、水道事業が消防の消火栓

を維持管理していますので、それに見合う消火栓

維持に係る経費と、あと人件費の児童手当に対す

る一般会計からの支援ということで、ルールは決

められており、それ以外につきましては、ルール

化されていないことがございまして、支援は今い

ただいていない独立採算性のほうで対応している

ということです。 

○委員（福田俊一郎）ただ、今回の場合は、

新型コロナ対策ということで、今までにないこう

いった対応に迫られた中で、今局長が言われたよ

うに、本来なら独立採算性の下、やはり料金には

ね上がらないような対応をとっていくべきであり

ますけれども、コロナ対策でやむを得ず減額措置

されたところでありますから、ある意味政策的に

福祉的な対応をとられたというようなふうにも思

うんです。 

 そうした場合、ルールがあるというふうにお話

をされましたけれども、福祉的なこういう減額を

された際には、何らかの対応ができないものか。

一般会計なりあるいはほかの、先ほど国の地方創

生交付金については充当できないということであ

りましたけれども、何か対応ができないものか。

将来的には、また、こういった感染症対策、こう

いった問題が出てきた際には、また水道料金の減

免と。これが目の前の直前の減免はありがたいで

すけれども、最終的には料金に跳ね返ってくるわ

けでありますので、こういう特殊な場合の対応に

ついては、何かこう研究を今後、水道局としても

していっていただければありがたいなと思ってお

りますので、これは意見として申し上げます。 

○委員（井上勝博）先ほどの説明の資料を見る

のが物すごく遅くて、今分かった。それで、薩摩

川内の有収率が８９.４％で、その隣が鹿児島市

が９１.９％で、鹿児島市の場合は、本市の人口

の５倍ぐらいあるわけです。しかし、有収率は非

常に高いという。だから、老朽管が本市はまだ相

当多いということを意味しているのかなと思うん

ですが、その辺についてはどうなんでしょうか。 

○上水道課長（永田一朗）委員がおっしゃる

とおり、今計画的に漏水管の更新の工事を進めて

おります。その部分等々、あとそれがまだ古いと

ころがあって、漏水があるということ等で、その

率が下がっているという形で一応考えていますの

で、その有収水率をまた上げるには、やっぱりこ
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の給水管、配水管の更新の工事をやっていかない

といけないかなという形で考えております。引き

続き行っていきます。 

○委員（井上勝博）すんくじらをつくじるよう

な質問ですけれども、要するに８９.４％という

のは変わらなかったと。しかし、今工事は相当し

ていますよね。７億円近いお金を使っていますよ

ね。 

 それは、やっぱりなぜなのかということについ

ては、分析というのはされているんでしょうか。 

○上水道課長（永田一朗）令和２年度も老朽

化率１８.８％でお答えしております。 

 それと、耐震の適合率についても、令和２年度

で３４.１％という形で、先ほどもお話ししまし

たけど、その更新をすることによって、その率が

上がっていくと考えております。 

○委員（井上勝博）私の質問が悪かったのかと

思うんですけど、有収率が変わらなかったという、

変わっていませんということだったんですけど、

しかし、配管の交換とかというのは、相当やって

いるわけです。だから、相当やっている割に有収

率が引き上がらないというのは、ほかに要因があ

ると考えていいのか。そこら辺の分析を教えてく

ださい。 

○上水道課長（永田一朗）排水管の布設替え

というものを一応４０年たっている部分を中心に

行っていくという部分とやっているんですけど、

漏水の部分がその配水本管の部分だけではなくっ

て、それからの家庭への給水管というのがござい

ます。そこの部分の漏水という部分等も多く見ら

れますので、そこの部分がこの有収率を余り変更

させていない要因になっているのかなという形で

は考えております。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）討論はないと認めます。 

 これより採決に入りますが、本案については、

剰余金処分と決算の認定の二つの表決が必要とな

る案件でありますので、それぞれについて採決を

行います。 

 まず、本案のうち令和２年度薩摩川内市水道事

業剰余金処分についてを採決します。本剰余金処

分を原案のとおり可決すべきものと認めることに

御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本剰余金処分は原案のとおり可決すべき

ものと決定しました。 

 次に、令和２年度薩摩川内市水道事業会計決算

について採決します。本決算を認定すべきものと

認めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

────────────── 

△議案第１０６号 剰余金処分及び決算の

認定について（令和２年度薩摩川内市簡易

水道事業剰余金処分及び令和２年度薩摩川

内市簡易水道事業会計決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第１０６号

剰余金処分及び決算の認定について（令和２年度

薩摩川内市簡易水道事業剰余金処分及び令和２年

度薩摩川内市簡易水道事業会計決算）を議題とし

ます。 

 当局の補足説明を求めます。 

○経営管理課長（橋口公男）別冊となってお

ります簡易水道事業会計決算書の１ページをお開

きください。 

 （１）収益的収入及び支出の収入の決算額は

３億２,６８５万５,３３７円で、支出の決算額は

２億８,５７９万２,３８７円であります。 

 （２）資本的収入及び支出の収入決算額は１億

２,１５７万６,２００円で、支出の決算額は１億

９,０４０万４,０４１円となります。 

 表の下を御覧ください。資本的収支で不足する

６,８８２万７,８４１円は、記載してありますよ

うに、各財源で補填をしております。 

 ３ページ、４ページの損益計算書は、経営状況

について局長から概要説明がありましたので省略

させていただきます。 

 ５ページをお開きください。 

 剰余金計算書について、当年度増減があったも

のについて説明いたします。 
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 自 己 資 本 金 は 一 般 会 計 か ら 出 資 金 を

２,２５７万１,０００円受け入れ、また、６ペー

ジ、利益剰余金のうち未処分利益剰余金では、当

年度純利益３,６００万２,４８７円が増加をして

おります。 

 下の表、剰余金処分計算書案を御覧ください。 

 剰余金処分については、未処分利益剰余金

３,６００万２,４８７円を議会の議決を得て建設

改良積立金に積立てをし、処分をしようとするも

のであります。御承認方、よろしくお願いいたし

ます。 

 ７ページをお開きください。 

 貸借対照表になります。資産の部、１、固定資

産の１、（１）有形固定資産は、令和２年度の建

設改良費で取得した固定資産を科目別に計上して

おります。固定資産合計は２８億３,８１５万

７,８０６円であります。 

 ２、流動資産は、（１）現金預金から（４）有

価証券までの流動資産合計で１億３,６９１万

７,３１３円であります。 

 ８ページを御覧ください。 

 負債の部。３、固定負債は、（１）企業債で

７億５２６万８,６０６円であります。４、流動

負債は、（１）企業債から（５）その他流動負債

までの合計で１億３,３９０万６,１８７円となっ

ております。５、繰延収益は、（１）長期前受金

と（２）長期前受金収益から累計額を加減し、

１４億６,１０３万４,７９０円となっております。 

 固定負債、流動負債、繰延収益の負債合計は

２３億２０万９,５８３円であります。 

 ９ページを御覧ください。 

 資本の部、６、資本金は、（１）自己資本金で

６億３,５９０万３,２１０円です。７、剰余金は、

（１）資本剰余金と（２）利益剰余金の合計で

３,８９６万２,３２６円であります。 

 資本金、剰余金の資本合計は６億７,４８６万

５,５３６円となり、７ページの資産合計と負

債・資本合計とも２９億７,５０７万５,１１９円

であります。 

 １２ページと１３ページは、職員に関する事項

であります。 

 １３ページを御覧ください。 

 令和２年度末で甑地域の支所職員を含めて合計

３２人であります。下の表、簡易水道事業支弁職

員は、上水道課二人、上甑支所一人、下甑支所二

人の合計５人であります。 

 １４ページ、１５ページは、改良費の概況であ

ります。 

 １５ページを御覧ください。 

 排水管布設替事業等の件数は１７件で１億

８７万７,２００円であります。１５万円から

１７万円の工事は、契約繰越しとなっております。 

 １６ページを御覧ください。 

 業務量を給水人口から有収率まで示してありま

す。 

 １８ページをお開きください。 

 企業債の状況になります。令和２年度の借入額

は ３ , ５ ５ ０ 万 円 、 償 還 額 が ７ , ２ ４ ２ 万

２ , １ １ ３ 円 で す 。 当 年 度 末 残 高 は ７ 億

７,２９７万４,３９１円となり、前年度より

３,６９２万２,１１３円の減となりました。 

 ２０ページをお開きください。キャッシュフ

ロー計算書になります。 

 １の業務活動分が収益的収支による現金の増減、

２の投資活動分及び３の財務活動分が、資本的収

支による現金の増減であります。 

 資金が７,８４３万１,７００円増加し、前年度

からの繰越現金と合わせて期末残高が１億

１９８万７,６３２円となっております。この期

末残高が７ページ、貸借対照表の現金預金と一致

しております。 

 ２１ページから２４ページまでは、収益的収支

及び資本的収支の明細書であります。 

 ２５ページをお開きください。 

 有形固定資産明細書は、１年間の固定資産の増

減及び減価償却費の明細であります。表の④の年

度末残高、現在高、⑦の減価償却累計、⑧の年度

末償却未済高がそれぞれ７ページの貸借対照表の

有形固定資産と一致するものであります。 

 次に、２７ページから３２ページは、地域別の

企業債明細書であります。 

○委員長（帯田裕達）ただいま説明がありま

したが、これより質疑に入ります。御質疑願いま

す。 

○委員（井上勝博）今回のこの簡易水道につい

ては、逆にその有収率が減っているということで、

１億円のお金で配管の工事はしているんですが、

先ほどの話にあった、やはり給水管の側に問題が
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あるんじゃないかという話ですが、これは同じこ

とが言えるんでしょうか。 

○上水道課長（永田一朗）今回、甑島の簡易

水道事業において有収率のほうが８２.８％から

８１.０％に一応減少してございます。この大き

な原因については、昨年の７月３日から６日の豪

雨、あと９月７日の台風１０号による水道管の配

水管の損傷が下甑の手打及び鹿島のほうにおいて

起こりまして、そのときに漏水した部分が、その

有収率に一応影響しているという形で下がってい

るという形のものが大きな要因でございます。 

○委員長（帯田裕達）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）討論はないと認めます。 

 これより採決に入りますが、本案については剰

余金処分と決算の認定の二つの表決が必要となる

案件でありますので、それぞれについて採決を行

います。 

 まず、本案の令和２年度薩摩川内市簡易水道事

業剰余金処分について採決します。本剰余金処分

を原案のとおり可決すべきものと認めることに御

異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本剰余金処分は原案のとおり可決すべき

ものと決定しました。 

 次に、令和２年度薩摩川内市簡易水道事業会計

決算について採決します。本決算を認定すべきも

のと認めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

────────────── 

△議案第１０７号 剰余金処分及び決算の

認定について（令和２年度薩摩川内市下水

道事業剰余金処分及び令和２年度薩摩川内

市下水道事業会計決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第１０７号

剰余金処分及び決算の認定について（令和２年度

薩摩川内市下水道事業剰余金処分及び令和２年度

薩摩川内市下水道事業会計決算）を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○経営管理課長（橋口公男）別冊の下水道事

業会計決算書１ページをお開きください。 

 （１）収益的収入及び支出について、第１款公

共下水道事業から第４款漁業集落配水事業の四つ

のセグメントに分かれております。 

 ２ ペ ー ジ 、 収 入 合 計 の 決 算 額 は ９ 億

３,２０１万５８９円で、下の表、支出合計決算

額は８億１,０７８万 ６,３６３円であります。 

 ３ページをお開きください。 

 （２）資本的収入及び支出の収入合計決算額は

７億１,７７８万７,７５０円で、下の表、支出合

計決算額は９億６,１５８万６,２９６円となりま

す。 

 表の下です。資本的収支で不足する２億

４,３７９万８,５４６円は、記載してありますよ

うに、各財源で補填をしております。 

 ５ページ、６ページの損益計算書は、局長から

概要説明がありましたので省略させていただきま

す。 

 ７ページをお開きください。 

 剰余金計算書について、当年度増減があったも

のについて説明します。 

 自己資本金は、一般会計から出資金を１億

８,４６８万１,０００円受入れ、また、８ページ、

利益剰余金のうち未処分利益剰余金では、当年度

純利益９,５０３万６,９７３円が増加しておりま

す。 

 下の表、剰余金処分計算書案を御覧ください。 

 剰余金処分については、未処分利益剰余金

９,５０３万６,９７３円を議会の議決を得て建設

改良積立金へ積立てをし処分をしようとするもの

であります。御承認方よろしくお願いいたします。 

 ９ページをお開きください。 

 貸借対照表について説明いたします。資産の部、

１、固定資産のうち（１）有形固定資産は、令和

２年度の建設改良費で取得した固定資産を科目別

に計上しております。固定資産合計は１３７億

４,５８５万７,５８６円であります。 

 ２、流動資産は、（１）現金預金から（３）貯

蔵品までの流動資産合計で２億４ ,１１２万

１,４０８円であります。 
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 １０ページを御覧ください。 

 負債の部、３、固定負債は、企業債が５４億

１,３９７万２,１２２円であります。 

 ４、流動負債は、（１）企業債から（４）その

他流動負債までの合計で４億 ７ ,３１４万

６,２０６円となっております。 ５、繰延収益

は、（１）長期前受金と（２）長期前受金、収益

化 累 計 額 を 加 減 し 、 ６ ０ 億 ４ , １ ９ １ 万

１,３３０円であります。 

 固定負債、流動負債、繰延収益の負債合計は

１１９億２,９０２万９,６５８円であります。 

 １１ページをお開きください。 

 資本の部、６、資本金は、自己資本金で１３億

８,６００万７,０５６円となっております。７、

剰余金は、（１）資本剰余金と（２）利益剰余金

で、合計は６億７,１９４万２,２８０円でありま

す。 

 資本金剰余金の資本合計で２０億５,７９４万

９,３３６円となり、９ページの資産合計と負債

資本合計ともに１３９億８,６９７万８,９９４円

であります。 

 １４ページ、１５ページは、職員に関する事項

です。 

 １５ページを御覧ください。 

 令和２年度末で甑島地域の支所職員を含めて合

計２７人であります。下水道事業支弁職員は、下

水道課職員の３人であります。 

 １６ページから１８ページは、改良費の概況で

す。 

 管渠築造工事等は、１７ページの一番下、

２６件で２億６,８５４万１,３８０円、処理場工

事等は１８ページの一番下、１２件で２億

３,１６７万８,８３０円であります。 

 １９ページをお開きください。 

 業務量を全体計画面積から減収率まで示してあ

ります。 

 ２３ページをお開きください。 

 （２）企業債の状況になります。令和２年度の

借入額は、２億７,７７０万円、償還額が３億

９,６８９万４,３７４円です。当年度末残高は

５８億１,７７８万９,９８９円となり、前年度よ

り１億１,９１９万４,３７４円の減となりました。 

 ２５ページをお開きください。 

 キャッシュフロー計算書であります。１の業務

活動分が収益的収支による現金の増減、２の投資

活動分及び３の財務活動分が資本的収支による現

金の増減であります。 

 下から３行目です。資金は１億４,４３１万

４,３７３円増加し、前年度の繰越現金と合わせ

て、期末残高が２億２４７万４,２６４円となっ

ております。この期末残高が、９ページの貸借対

照表の現金預金と一致するものであります。 

 ２６ページから３４ページまでは、収益的収支

及び資本的収支の明細書であります。 

 ３５ページをお開きください。有形固定資産明

細書は、１年間の固定資産の増減及び減価償却費

の明細であります。表の④の年度末残高、⑦の減

価償却累計、⑧の年度末償却未済高が、それぞれ

９ページの貸借対照表の有形固定資産と一致する

ものであります。 

 次に、３７ページから４４ページは、四つのセ

グメントごとの企業債明細書であります。 

○委員長（帯田裕達）ただいま説明がありま

したが、これより質疑に入ります。御質疑願いま

す。 

○下水道課長（今村淳一）先ほど井上委員の

ほうから質問がございました、接続率の件をここ

で御説明させてもらってよろしいでしょうか。 

○委員長（帯田裕達）どうぞ。 

○下水道課長（今村淳一）別冊になっており

ます水道局決算資料の決算資料３というものがあ

るんですが、そちらの下水道事業分の２ページに

なります。下水道普及状況調べということで、各

公共下水道事業、特環、農業集落、漁業集落とい

いまして、セグメントごとの接続率を一番右側の

列の水洗化率というところに表示してございます。 

こちらのほうに公共下水道事業の川内処理区

では、現在、令和２年度で区域内に住んでいらっ

しゃる人口と接続をされている人口の割合で

５５ .９４％となっております。残念ながら

１００％ではございません。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 
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○委員長（帯田裕達）討論はないと認めます。 

 これより採決に入りますが、本案については剰

余金処分と決算の認定の二つの表決が必要となる

案件でありますので、それぞれについて採決を行

います。 

 まず、本案のうち令和２年度薩摩川内市下水道

事業剰余金処分について採決します。本剰余金処

分を原案のとおり可決すべきものと認めることに

御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本剰余金処分は原案のとおり可決すべき

ものと決定しました。 

 次に、令和２年度薩摩川内市下水道事業会計決

算について採決します。本決算を認定すべきもの

と認めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

────────────── 

○委員長（帯田裕達）以上で、水道局の審査

を終わります。 

 ここで、休憩します。再開は１３時とします。 

        ～～～～～～～～～～ 

        午前１１時４９分休憩 

        ～～～～～～～～～～ 

        午後 １時   開議 

        ～～～～～～～～～～ 

○委員長（帯田裕達）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

────────────── 

△市民健康課の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、市民健康課の審

査に入ります。 

────────────── 

△議案第９５号 決算の認定について（令

和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決

算） 

○委員長（帯田裕達）審査を一時中止してお

りました議案第９５号を議題とします。 

 初めに、決算の概要について、対策監の説明を

求めます。 

○医療福祉対策監（古里洋一郎）各会計歳入

歳出決算附属書の５７ページを御覧ください。 

 市民健康課の令和２年度決算額は１２億

６,１９８万７,８６７円となっております。 

 主な取組でございますが、まず１の保健・医療

体制の整備、救急医療体制の充実では、休日及び

夜間における救急医療を確保するため、病院群輪

番制及び共同利用型病院運営事業によりまして市

民への救急医療の提供に努めるとともに、一次救

急医療体制の充実や休日・夜間の小児重症患者の

対応のため、川内市医師会等に対し、その運営の

一部を助成しております。 

 また、安心して子どもを産み育てることができ

る環境づくりを推進するため、地域周産期母子医

療センターとして認定されております済生会川内

病院に対し、運営の一部を助成しております。 

 次に、５８ページから６０ページでございます

が、３の健康づくりの促進では、乳幼児・妊婦の

健診事業、健康教育等のほか、健康増進法に基づ

くがん検診、健康相談等を実施しております。 

 ４の感染症等予防対策では、乳幼児期、青少年

期及び高齢者の感染症等を予防するため、定期予

防接種及び任意予防接種を実施しております。 

 ６１ページを御覧ください。 

 下段の新型コロナウイルスワクチン接種体制確

保事業でございますが、ワクチン接種が円滑に行

われるように、川内市医師会、薩摩郡医師会及び

医療機関など関係機関で構成する新型コロナウイ

ルスワクチン接種調整会議を設立し、実施計画を

策定、その実施計画に基づき、現在までワクチン

接種を進めております。 

 続きまして、６２ページを御覧ください。 

 国民健康保険直営診療施設勘定特別会計の決算

状況でございます。 

 まず、令和２年度決算額は８億９,６８２万

４,４４１円となっております。 

 １の国民健康保険直営診療所の運営管理では、

主な取組として、里診療所をはじめとし、６診療

所の管理運営を行い、特定離島ふるさとおこし推

進事業及び国民健康保険調整交付金事業を活用し

て、医療機器及び巡回診療車の整備等を行ってお

ります。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○市民健康課長（黒木 諭）まず、歳出につ

いて説明いたしますので、決算書の１３３ページ
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をお開きください。 

 ４款１項１目保健衛生総務費のうち、市民健康

課分は６億３,７２７万５,４２５円で、事項、保

健衛生一般管理費の主なものは職員３９人の人件

費など、事項、予防接種事故救済措置費は、予防

接種事故の被害者１名に対します障害年金が主な

ものであります。 

 １３５ページをお開きください。 

 事項、保健対策推進事業費の主なものは、食生

活改善推進事業に伴う推進員への謝金など、事項、

地域医療対策費は、国民健康保険直営診療施設勘

定特別会計への繰出金や病院群輪番制病院運営事

業に伴います補助金等が主なものでございます。 

 なお、鹿児島県が事業主体でございます甑島

４地域におけます、特定診療科巡回診療につきま

しては、新型コロナウイルス感染症の影響により

まして未実施となっております。 

 次に、２目保健センター管理費は４,９８２万

１,７２２円で、事項、すこやかふれあいプラザ

管理費は、施設の維持管理に係ります委託料やす

こやかふれあいプラザ大会議室空調設備改修工事

が主なものでございます。 

 事項、保健センター管理費は、本土地域４か所、

甑島地域２か所の保健センター等の維持管理に係

る委託料、下甑国民健康保険健康管理センター基

本設計業務委託が主なものでございます。 

 次に、３目保健指導費は２億３ ,６２６万

９,８０９円で、事項、保健指導費の主なものは、

健康管理システム等保守委託及び同システムの賃

借料であります。 

 事項、母子保健事業費につきましては、

１３７ページを御覧ください。中段にあります妊

婦・乳幼児健康検査に係る委託料や不妊治療費等

助成金が主なものであります。 

 事項、健康増進事業費は、胃がん検診などの業

務委託料が主なものです。 

 ４目予防費のうち、市民健康課分は感染症等予

防費で３億３,８６２万９１１円で、各種予防接

種に係る委託料、予防接種に伴う補助金が主なも

のでございます。 

 なお、新型コロナウイルスワクチン接種事業に

つきましては、令和３年度へ繰越しをさせていた

だいております。 

 次に、歳入について説明いたしますので、

１５ページをお開きください。 

 １３款２項２目１節保健衛生費負担金は、未熟

児療育医療に伴う所得に応じた保護者の自己負担

金です。 

 １７ページをお開きください。 

 １４款１項３目１節衛生使用料は、すこやかふ

れあいプラザ及び樋脇保健センター利用に伴う施

設利用料が主なものでございます。 

 ３１ページをお開きください。 

 １５款１項２目２節保健衛生費負担金は、未熟

児療育医療に係る国庫負担金でございます。 

 ３３ページをお開きください。 

 同じく、２項３目１節保健衛生費補助金は、保

健事業、コロナ対策を含みます母子保健衛生費補

助金、産後ケア事業に係ります妊娠・出産包括支

援事業に対する補助金、産婦健康診査事業への補

助金、それから新型コロナウイルスワクチン接種

の体制確保に対する補助金でございます。 

 なお、新型コロナワクチン接種事業に係る補助

金、補助率１０分の１０につきましては、歳出に

合わせまして、令和３年度へ繰越しさせていただ

いております。 

 ３９ページをお開きください。 

 １６款１項２目１節保健衛生費負担金は、未熟

児療育医療に係る県の負担金であります。 

 ４１ページをお開きください。 

 同じく、２項３目１節保健衛生費補助金は、

７件が市民健康課分で、主なものとしましては、

風疹対策予防に伴う疾病予防対策事業費等補助金、

それから予防接種事故被害者への障害年金等に対

する予防接種事故救済補助金、一般健診などの健

康増進事業に係る補助金、それから入来・祁答院

地域の緊急医療施設への補助事業に係る共同利用

型病院運営事業補助金でございます。 

 ４９ページをお開きください。 

 同じく、３項３目１節保健衛生費委託金は、医

師免許等の交付などの業務に係る県からの権限委

譲事務委託金であります。 

 ５１ページをお開きください。 

 １７款１項１目１節土地建物貸付収入の市民健

康課分は、備考欄の中段あたりにあります、すこ

やかふれあいプラザの自動販売機設置に係る貸家

料であります。 

 ５７ページをお開きください。 
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 １８款１項３目１節保健衛生費寄附金は、新型

コロナウイルス感染防止対策への活用を目的とし

ました寄附金でございます。 

 ６５ページをお開きください。 

 ２１款５項４目１節雑入の市民健康課分は、備

考欄の中段からちょっと下になります４件分、実

習生受入謝金、保健センターに係る光熱水費等実

費収入などであります。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）いつも言ってることであり

ますけれども、今回の予算というのは、新型コロ

ナ感染が大流行したということで、どういうふう

に予算が使われたかということになるわけですけ

れども、以前から検査体制の問題というのを言っ

てきました。なぜかっていうと、新型コロナの特

徴が、無症状の方が感染を広げていると。そこで

早く感染者見つけるということがやっぱりこれは

感染予防の鉄則だと。だからこそ、あちこちに

サーモメーターが置いてあったりして体温を見て

るわけですけれども。 

 しかし、通常の症状が出る感染症と違って、症

状が出ない感染症でもあるということから、全国

的には広島県のように大規模な検査をしてるとこ

ろもあるし、鹿児島県内でも南九州市では検査費

用の一部を負担するという予算なども組んでいる

わけですが、本市でも検討はされているというふ

うには聞いてるんですが、なかなか前に進まなか

ったのはなぜかっていうことについて、もう一度

確認をしたいと思うんですけど。 

○医療福祉対策監（古里洋一郎）これまでも

一般質問等で同じような形での御質問をしていた

だいておりますけど、本市としての考え方は、こ

れまで一般質問等でお答えしているとおり、無症

状者の感染者のほうを確認するということにつき

ましては、定期的なＰＣＲ検査というのは、まず、

医療機関のほうに大きな負担になるということと、

感染拡大防止についての効果というのに幾つかや

っぱり課題があるんじゃないかということで、本

市としては、現在まで実施していないところでご

ざいます。 

 県内の自治体で、幾つかそういうことを実施し

てるというのはお聞きしておりますし、検討した

ことはございますが、以上のような取組で、実施

してないところでございます。 

 なお、医療機関につきましては、これまではワ

クチン接種について、現在もですけど、多大な貢

献をしていただいてるところでございます。 

○委員（井上勝博）実際、民間業者に委託して

検査する方法というのもあると思うんです。そう

いったことも、なぜ検討ができなかったのかとい

うふうに思うんです。 

 それに、全ての方を、無症状の方を早く見つけ

るということで、全てを検査するということを言

ってるんじゃないんです。例えば、出水市では、 

これは霧島もやってます─新規の入院者、それ

から老人福祉施設、高齢者福祉施設に対する新規

の方、その方は検査をして、やはり外から持ち込

まないようにということもやられているわけで、

いろんな形があったと思うんですけれども、しか

し、そういうことが他市と比べてできてなかった

っていうのはちょっと指摘したいと思います。 

○委員（犬井美香）決算附属書の５８ページの

３の健康づくりの促進の中の（２）のイで、甑地

域の妊産婦健康診査旅費等助成事業が─こしき

子宝支援事業ですね─あるんですけれども、申

請人数が、里が４名、下甑が７名。ただ、宿泊費

等の助成泊数は、里が１９泊で下甑が１泊という

のは、何か分かりますでしょうか。原因というか。

要因というか。 

○市民健康課長（黒木 諭）井上主幹が回答

いたします。 

○主幹（井上聡子）人にもよりますが、日帰り

で受診をされる方、それから、こちらに御実家等

があられて、御実家等に宿泊される方もいらっし

ゃいます。その方にもよるんですけれども、泊が

あった場合は泊の領収書をもって申請をされます

ので、地域的な差というよりは、その方個人の状

況の差によるものと考えております。 

○委員（犬井美香）では、宿泊施設の領収書を

持ってということでいいんですか。分かりました。 

 あと、計１２名利用されてるということで、決

算 資 料 の １ の ３ ペ ー ジ の 中 で 、 ３ ８ 万

４,０００円の助成をしたというふうになってい

るんですけれども、ここで提案というか、要望と

いうか。 

 今回は巡回診療というのを島内でも未実施とい
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うことだったんですけど、診療所には医師と歯科

医師は常駐、眼科とか皮膚科とか耳鼻咽喉科は専

門医が来島しての巡回診療という形に恐らくなっ

てると思うんですけれども、ちょっと先生方の費

用というのが、もし差し障りなければ、巡回診療

にかかってる費用、お一人当たり幾らとかでもい

いんですけど、ちょっと教えていただけるとあり

がたい─未実施なんで今回、出てないんですけ

ど。 

 ち ょ っ と 出 て な い の で 、 こ の ３ ８ 万

４,０００円の助成があったんですけど、産婦人

科系の先生が結局こちらにしかいないから、大き

なお腹を抱えてだったりとか赤ちゃん抱えて健診

に行ったりしなければいけないという中で、実は

ちょっと別の委員会でも言ったんですけど、甑の、

特に転勤族の方々が、そういうちょっと大変な思

いをしてまで島で妊娠をしたくないというか、そ

の期間はやっぱり妊娠をちょっとためらってしま

うというようなお話を聞いたんです。ですので、

この助成額と、先生方の月１回ぐらいの頻度で十

分だと思うんですけど、巡回診療という形で、何

か産婦人科の先生方にももし声をかけていただい

て、相殺してあまり変わらないであったりとか少

し少なくなるようなものが見えてくれば、島でも、

子育てはすごくしやすいというふうにもよく聞き

ますので、妊娠をためらうことなく安心して健診

とかも受けられるのかなとちょっと思ったもんで

すから、もし先生方の費用が分かれば教えてくだ

さい。 

○市民健康課長（黒木 諭）今の御質問の、

まず、特定科の巡回診療については、これは県と

日本赤十字病院さんが主体となってしていただい

ていて、基本的には眼科、耳鼻科、皮膚科の、い

わゆる年に一回だけ行く事業でございますので、

初診で効果がある科目を限定して事業を実施され

てると。妊婦になりますと、やはり妊婦さんの状

況であったりお腹の子どもの状況といった、かか

りつけ医のカルテに基づいた診断がないと、ちょ

っと年に１回の巡回的診療では効果が薄いのかな

と思います。 

 ちなみに、昨年度は、巡回診療３科で市の費用

としては７０万円をお支払いしております。 

○委員（阿久根憲造）ちょっと一個だけ調べ

忘れたというか、見落としたものがあって、予算

措置について執行状況を尋ねたいんですけれども。 

 決算附属書の５７ページの（３）予防接種事故

の救済、これが１３４ページの決算書のほう、障

害年金という形で５５１万円執行されてるんです

けど、これって本市で予防接種事故で障害が出た

方がいらっしゃって、そういった方々に何か具体

的に執行されたのか。それとも、年金を掛けた金

額なのかというとこだけ、ちょっと後学のために

教えていただければと思います。 

○市民健康課長（黒木 諭）この予防接種事

故の被害者１名に対する助成については、旧川内

市で昭和４９年に予防接種を受けられた乳児の方

が、その後、症状が出られまして、国のほうで、

市にも予防接種の事故があったときの審議がある

んですけども、そこで調査をかけ、県、そして国

に上げて、その中で認定を受けたということで、

その後もうずっと、障害年金を含めて、医療費も

含めて、国が２分の１と県、市が４分の１ずつ負

担をしているというものでございます。 

○委員（阿久根憲造）分かりました。ありが

とうございます。 

○委員（井上勝博）ちょっと２点ほど。 

 健康増進事業法に基づく各種検診がコロナの影

響を受けているかどうかということをちょっと確

認したいのと、それからあと、それぞれが、例え

ばコウノトリ支援事業では実際に補助金を出して

何人が妊娠されたとかっていうふうになるんです

が、幾つもある感染症のもので、実際に感染した

かどうかということについては、これは市のほう

では把握してはいないということなんですか。ど

うでしょう。 

○市民健康課長（黒木 諭）健康増進事業に

係る令和２年度におけるコロナウイルスの影響と

しては、やはり健診等の率が若干下がったりとか、

訪問による相談、指導というのが若干できない。

そのような中、来庁していただいての面接であっ

たり電話での相談、指導というのは、一生懸命頑

張りまして、そこの数字についてはあまり下がっ

ていないところでございます。 

 あと、妊婦の方がコロナに感染した方がいらっ

しゃるかどうかというものについては、市では把

握してないところでございます。 

○委員（井上勝博）新型コロナウイルスに感染

したのは、毎日毎日一人、二人とかって出るわけ
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ですけども、例えば子どものインフルエンザ予防

接種なんかを受けてるわけですが、実際の通常の

季節性のインフルエンザが何人ぐらい感染者、こ

の年度に出たのかとかという数値は市では分から

ないということですか。 

○市民健康課長（黒木 諭）昨年度の流行期

にかかるインフルエンザについては、北薩圏域で

は１名でございました。 

○委員（井上勝博）通常年度というか、その前

の年度はどうなんですか。 

○市民健康課長（黒木 諭）前年度は約千七、

八百名、例年その程度だと思うんですけど、その

数字が昨年は１名という状況でございます。 

○委員（井上勝博）そうすると、季節性のイン

フルエンザが激減するっていうのは、やっぱり、

よく言われてることですけれども、マスクをした

りとか消毒したりとか、そういうことで新型コロ

ナ対策を打ったことが、インフルエンザは言わば

抑えることができたと。しかし、新型コロナにつ

いてはそう簡単ではないんだという理解でよろし

いんですか。 

○市民健康課長（黒木 諭）インフルエンザ

は、まず昨年度の予防接種率は、やはりコロナが

ちょっとインフルエンザ流行期前に感染拡大しま

して、感染症への危機感というところからインフ

ルエンザの接種率も上がっております。あわせて、

やはりインフルエンザというのは、今、委員おっ

しゃったとおり、マスクでありましたり手洗い、

それから手指の消毒というのが効果が見られてる

んじゃないかなと考えております。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 ここで、本案の審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第１０２号 決算の認定について

（令和２年度薩摩川内市国民健康保険直営

診療施設勘定特別会計歳入歳出決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第１０２号

決算の認定について（令和２年度薩摩川内市国民

健康保険直営診療施設勘定特別会計歳入歳出決

算）を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○市民健康課長（黒木 諭）まず、歳出につ

いて説明いたしますので、決算書の２９８ページ

をお開きください。 

 １款１項１目一般管理費は、６億１,１５２万

８,１８７円で、甑島の各診療所の運営費、職員

３９人の人件費、看護師等の月額会計年度任用職

員３３人の人件費が主なものでございます。 

 次 に 、 ２ 目 研 究 研 修 費 は 、 ７ ６ ６ 万

５,８０７円で、上甑診療所医師住宅屋根防水工

事、それから３００ページを御覧ください。上段

の郡医師会等への負担金が主なものでございます。 

 ２款１項１目医療用機械器具費は３,６９０万

５,２８３円で、Ｘ線ＣＴ装置保守点検業務委託

や上甑診療所一般Ｘ線撮影装置一式などの備品購

入など、医療用機械類の整備及び維持補修が主な

ものでございます。 

 同じく、２目医療用消耗機材費は３,５３０万

４,６６８円で、注射器や医療用酸素などの医科

及び歯科の消耗品、臨床検査業務委託などの委託

料が主なものでございます。 

 同 じ く 、 ３ 目 医 療 品 衛 生 材 料 費 は １ 億

９,２８２万３,４５６円で、各診療所における医

薬品購入費が主なものでございます。 

 次 に 、 ２ 項 １ 目 給 食 総 務 費 は ５ ４ 万

７,５７０円で、上甑及び手打診療所の入院給食

に伴う消耗品、調理器具の備品購入が主なもので

ございます。 

 同 じ く 、 ２ 目 給 食 用 材 料 費 は ４ ５ ８ 万

９,５４８円で、同じく上甑、手打診療所の入院

給食用の賄い材料費でございます。 

 次に、４款１項１目元金６３９万３,７９０円、

２目利子１０６万６,１３２円は、長期債償還に

伴う元金及び利子であります。 

 次の６款１項１目予備費につきましては、手打

診療所医師住宅整備に係ります基盤改良工事等に

充用しております。 

 次に、別冊の議会資料、５０万円以上の節間流

用一覧を御覧ください。 

 本課分は、１ページの４番及び５番の２件であ

ります。 

 まず４番は、上甑診療所の看護師不足を解消す

るため、派遣により看護師を確保することとなっ

たため、事項、一般管理費の委託料から役務費へ

６５万６,０００円の流用を、５番は電子カルテ
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システム更新に伴います費用内訳が変更になった

ため、事項、一般管理費の備品購入費から委託料

へ５５万円流用し執行したものであります。 

 次に、歳入について説明いたしますので、

２９２ページをお開きください。 

 １款診療収入は、１項入院収入、２項外来収入

で、それぞれ各保険者からの診療報酬や自己負担

金等です。 

 なお、１項１目一部負担金におきまして、２万

２,０７０円の収入未済がございますが、うち

１万７,０００円は、入院していた御本人が死亡

された後、配偶者が分割納付を継続されておりま

したが、昨年、配偶者が亡くなったことから親族

に連絡を取っている案件、また５,０７０円につ

いては、入院患者が亡くなられた後に相続人が相

続放棄をされたものでございまして、これにつき

ましても、納入に向け、現在、親族に連絡を取っ

ているところでございます。 

 次に、２９４ページを御覧ください。 

 ３項その他収入は、各種検診や予防接種の受託

料等であります。 

 ２款使用料及び手数料は、医療従事者の住宅使

用料、診断書作成手数料等であります。 

 なお、１項１目施設使用料の２８０円の収入未

済につきましては、未納であったため納付書を発

行しましたが、出納閉鎖中、納入が間に合わなく

収入未済となったものでございまして、これは令

和３年６月７日に納入済みでございます。 

 ４款県支出金は、医療機器整備等に係る県の特

定離島ふるさとおこし推進事業補助金です。 

 ７款繰入金は、一般会計、それから特別会計か

らの繰入金でございます。 

 ８款１項１目繰越金は、令和元年度からの繰越

事業でございます手打診療所医師住宅設計業務委

託の財源繰越金であります。 

 ９款２項２目雑入は、２９６ページを御覧くだ

さい。各施設の嘱託医の業務受託料、それから保

険適用外の医療用の消耗品等に対する収入でござ

います。 

 １０款１項１目１節施設整備等整備事業債は、

手打診療所医師住宅整備に係る過疎対策事業債で

あります。 

 次に、実質収支について説明いたしますので、

３０２ページをお開きください。 

 歳入総額９億３３８万６,０００円、歳出総額

８億９,６８２万４,０００円、歳入歳出差引額

６５６万２,０００円で、これは年度内の完成が

見込めなかったことから、令和３年度へ繰越しい

たしました手打診療所医師住宅整備事業に係る財

源繰越金でございまして、実質収支額については

ゼロ円であります。 

 次に、財産に関する調書につきましては、市民

健康課分が車両類１台の増、衛生医療機器類が

５件の増等を３３８ページに記載してございます。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑はないと認めます。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。本決算を認定すべき

ものと認めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

 以上で、市民健康課の審査を終わります。 

────────────── 

△障害・社会福祉課の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、障害・社会福祉

課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第９５号 決算の認定について（令

和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決

算） 

○委員長（帯田裕達）審査を一時中止してお

りました議案第９５号を議題とします。 

 初めに、決算の概要について、対策監の説明を

求めます。 

○医療福祉対策監（古里洋一郎）各会計歳入

歳出決算附属書の６８ページを御覧ください。 

 障害・社会福祉課の令和２年度決算額は、

４２億８５０万３,９０２円となっております。 

 主な取組につきましては、１の市民相談に関す

ることでは、安全な消費生活の確保のため、消費

生活相談員の配置や、弁護士会、司法書士会など
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関係機関との連携を図り、各種相談を実施してお

ります。 

 ２の共に支え合う地域福祉社会の形成事業では、

災害時の人的被害を減らすために、災害時要援護

者避難支援計画に基づき個別支援計画を策定し、

支援関係者全体で情報の共有化を図っております。 

 次に、６９ページを御覧ください。 

 生活困窮者自立支援事業では、新型コロナウイ

ルス感染症の影響に係る生活困窮者への新たな支

援として、緊急生活支援を行っております。 

 ３の一般障害者自立支援事業では、重度障害者

及び障害児に対してタクシー等料金の一部を助成

しております。 

 ７０ページを御覧ください。 

 ４の障害者自立支援事業では、介護給付、訓練

給付等を行っております。 

 詳細につきましては、７２ページまで記載して

あるとおりでございます。 

 次に、７２ページを御覧ください。 

 中段の５の重度心身障害者医療費助成事業では

重度の心身障害者の医療費の助成を行い、６の特

別障害者手当等給付事業では在宅の重度障害者に

対し手当を支給し、福祉の増進を図っております。 

 次に、７３ページを御覧ください。 

 ７の障害者の自立支援の充実では、障害者の社

会参加を促進するため、社会参加支援事業のほか、

障害者相談支援事業、地域活動支援センター事業

等を実施しております。 

 ７４ページを御覧ください。 

 ８の障害児の発達支援では、心身に障害のある

児童を対象に、児童発達支援事業及び放課後デイ

サービス事業等を実施しております。 

 ７５ページを御覧ください。 

 １１の女性・家庭・児童相談事業では、要保護

女子の相談に応じ、必要な指導・助言を行い、ま

た家庭における人間関係の健全化及び児童療育の

適正化など、家庭児童福祉の向上を図るための相

談、指導援助を行っております。 

 ７６ページを御覧ください。 

 １２の災害援助援護対策では、火災等の罹災者

に対して、応急的に必要な援護を行っております。 

 次に、介護保険事業特別会計になりますが、障

害・社会福祉課分の決算額は ２ ,２７４万

７,４０７円で、１の高齢者等の権利擁護支援で

は、成年後見制度の普及・啓発・相談、法人後見

事業等を行う権利擁護センターの運営助成を行っ

ております。 

 ２の任意事業では、成年後見制度利用支援事業

として、高齢者が地域において安心して尊厳のあ

る生活を行うことができるよう、専門的・継続的

な視点からの支援を行っております。 

 なお、介護保険事業特別会計につきましては、

高齢・介護福祉課のところで審査していただく予

定ですので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）それでは、

まず、歳出から説明いたしますので、決算書の

９９ページをお開きください。下のほうになりま

す。 

 ２款１項１２目市民相談交通防犯費のうち、本

課分は４００万３,６４９円です。消費生活相談

員の報酬、無料法律相談業務の委託料が主なもの

でございます。 

 次に、１１３ページをお開きください。中ほど

から下にかけてになります。 

 ３款１項１目社会福祉総務費のうち、本課分は

３億７,５４４万４,２９７円です。 

 事項、社会福祉管理運営費は、社会福祉事務専

門員及び行政事務専門員の報酬・職員給与費、社

会福祉協議会運営補助金が主なものです。 

 次に、事項、社会福祉施設管理費のうち、本課

分は、次のページになります、社会福祉施設の維

持管理経費が主なものでございます。 

 次に、事項、生活困窮者自立支援事業費です。

相談支援員の報酬、生活困窮者自立相談支援事業

業務委託等、社会福祉協議会緊急生活支援金補助

金、住居確保給付金、国庫支出金等精算返納金が

主なものでございます。 

 続きまして、３款１項２目身体障害者等福祉費

は３７億８,１３１万２,７３３円です。 

 事項、一般障害者自立支援事業費は、職員給与

費、サン・アビリティーズ川内の指定管理料、点

字プリンター等の備品購入、障害者団体への補助

金等が主なものでございます。 

 次に、事項、障害者（児）自立支援事業費は、

障害認定審査会委員、嘱託医、専門員の報酬、医

療型短期入所事業所整備補助金、施設入所支援等
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の補助事業扶助費、次のページになります、国庫

支出金等精算返納金が主なものでございます。 

 次に、事項、重度心身障害者医療費助成事業費

は、行政事務専門員等の報酬と重度心身障害者の

医療費助成が主なものでございます。 

 次に、事項、特別障害者手当等給付事業費は、

嘱託医の報酬及び特別障害者手当等、国庫支出金

等精算返納金が主なものでございます。 

 次に、事項、地域生活支援事業費は、手話通訳

業務専門員等の報酬、地域活動支援センター事業

業務委託外７件の委託料、日中一時支援等補助事

業扶助費、国庫支出金等精算返納金が主なもので

ございます。 

 次に、事項、障害児通所支援事業費は、放課後

デイサービス等補助事業扶助費、利用者負担金助

成、国庫支出金等精算返納金が主なものでござい

ます。 

 次のページになります。 

 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業費は

扶助費となっております。 

 次に、３款１項３目地方改善対策費は５０５万

８１３円です。 

 事項、隣保館管理運営費は、入来会館に伴うも

ので、館長の報酬、教養講座講師謝金、浄化槽維

持管理業務委託の外２件の委託料が主なものでご

ざいます。 

 次に、１２３ページになります。下のほうです。 

 ３款３項１目児童福祉総務費のうち、本課分は

１,６６９万６,９４６円です。 

 備考欄は、１２８ページになります、事項、女

性・家庭・児童相談費になります。主なものは、

支援相談員の報酬、相談管理システム運用保守委

託料、国庫支出金等精算返納金が主なものです。 

 次に、１２９ページになります。 

 同項５目母子福祉費のうち、本課分は５１７万

６,７４３円です。 

 事項は、次のページになります、母子生活支援

施設措置費で、母子生活支援施設への措置費、国

庫支出金等精算返納金が主なものでございます。 

 次に、１３３ページになります。 

 ３款５項１目災害救助費のうち、本課分は

２,０８１万８,７２１円です。 

 事項、災害救助費で、主なものは災害救助法に

伴う各救助措置、火災・水害に伴う見舞金・弔慰

金等でございます。 

 次に、歳入ですが、１５ページをお開きくださ

い。 

 １３款２項１目民生費負担金１節社会福祉費負

担金は、心身障害者扶養共済掛金でございます。 

 次に、１７ページになります。 

 １４款１項２目民生使用料１節民生使用料のう

ち、本課分はサン・アビリティーズ川内、隣保館

の使用料が主なものでございます。 

 次に、２７ページになります。 

 同款２項２目民生手数料１節民生手数料のうち、

本課分は車庫証明の手数料になります。 

 次に、２９ページになります。 

 １５款１項１目民生費負担金１節社会福祉費負

担金は、障害者自立支援給付費等負担金が主なも

のでございます。 

 同じく、３節児童福祉費負担金の本課分は、母

子生活支援施設措置費負担金、児童発達支援セン

ター給付費負担金です。 

 同じく、７節生活困窮者自立支援事業費負担金

は、自立支援相談事業及び住居確保給付金支給に

対するものです。 

 次に、３１ページになります。下のほうになり

ます。 

 同款２項２目民生費補助金１節社会福祉費補助

金は、児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助

金、次のページになります、障害者自立支援事業

費等補助金が主なものでございます。 

 次に、中段ほどです。 

 同目６節生活困窮者自立支援事業費補助金です。

家計相談支援事業、学習支援事業に対するもので

ございます。 

 次に、３７ページになります。中段ほどです。 

 同款３項２目民生費委託金１節社会福祉費委託

金のうち、本課分は特別児童扶養手当事務委託金

でございます。 

 次に、１６款１項１目民生費負担金１節社会福

祉費負担金は、障害者自立支援給付費等負担金、

障害者自立支援医療費負担金が主なものです。 

 次に、３節児童福祉費負担金のうち、本課分は

児童発達支援センター等給付費負担金が主なもの

です。 

 次に、３９ページになります。 

 ５節災害救助費負担金は、災害救助費繰替支弁
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金です。 

 次に、同款２項２目民生費補助金１節社会福祉

費補助金は、コロナ対策に係る障害者総合支援事

業費補助金、重度心身障害者医療費助成事業費補

助金、障害者自立支援事業費等補助金、隣保館運

営等事業費補助金が主なものでございます。 

 次に、４１ページになります。 

 同目３節児童福祉費補助金のうち、本課分は在

宅重度心身障害児家庭支援事業補助金です。 

 次に、４９ページになります。 

 同款３項２目民生費委託金１節社会福祉費委託

金は、権限移譲事務委託金です。 

 次に、５１ページになります。 

 １７款１項１目財産貸付収入１節土地建物貸付

収入のうち、本課分は、中ほどになりますが、福

祉作業所、子ども発達支援センターの貸地料でご

ざいます。 

 次のページになります。下のほうになります。 

 同款２目利子及び配当金１節利子及び配当金の

うち、本課分は、り災救助基金利子収入でござい

ます。 

 次に、５７ページになります。 

 １８款１項２目民生費寄附金３節災害救助費寄

附金は、１件の寄附で、り災救助基金に充ててお

ります。 

 次に、５９ページになります。 

 １９款１項３目り災救助基金繰入金１節り災救

助基金繰入金は、火災見舞金等に伴う経費分を繰

り入れたものでございます。 

 次のページになります。 

 ２１款３項１目貸付金元利収入７節地震災害援

護資金貸付金元金収入は、滞納者１０人のうち、

３人分の償還金です。本人死亡や破産している人、

二人に対して償還免除を行ったことにより６２万

円の不納欠損を行い、収入未済額は１９６万

６,０００円となっております。 

 次に、６５ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入１節雑入のうち、本課分は

重度心身障害者医療高額介護合算療養費返納金、

次のページになります、鹿児島県被災者生活支援

金、電気・水道料実費収入金が主なものですが、

重度心身障害者医療高額介護合算療養費返納金、

そ れ と 臨 時 福 祉 給 付 金 返 納 金 の 合 計 ８ 万

４,３９６円が収入未済となっております。 

 次に、財産に関する調書を説明いたします。 

 ３３４ページをお願いいたします。 

 （４）の物件の行政財産の温泉権につきまして

は、総合福祉会館に１か所ありますが、現在、使

用されておりません。 

 次に、３３９ページです。 

 ３の債権ですが、一番下の地震災害援護資金貸

付金で、記載のとおりでございます。 

 次に、３４０ページです。中ほどになります。 

 ４の基金ですが、上から４行目のり災救助基金

で、記載のとおりとなっております。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（犬井美香）決算附属書の６９ページの

２の共に支え合う地域福祉社会の形成事業という

ことで、（３）で生活困窮者の自立支援に関する

ことで相談業務とかをされてるんですけれども、

この中で収入・生活費の相談ということが６割ぐ

らいを占めていますが、前年度と比較してやはり

増えているのかどうかということ。コロナ特例で

上乗せもあるので恐らく増えてるのかなと思った

りもするんですが、前年度と比較してどうかとい

うことを教えてください。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）生活困窮

者の自立支援につきましては、社会福祉協議会に

委託して行ってるところでございますけれども、

今おっしゃったように、ここに主な相談内容を書

いてありますが、この中で一番増えているのが上

から３行目の収入・生活費、これが１６６件とな

っておりますが、前年が６３件でした。３倍近く

増えているということになります。 

 そのほか、その少し下に仕事探し・就職ってい

うのがありますが、これが３３件で、前年度が

２０件ということで、委員もおっしゃったように、

コロナの影響があり、かなりこういったお金の問

題、仕事の問題っていう部分の相談が増えている

ところでございます。 

○委員（犬井美香）ありがとうございます。 

 あとちょっと併せてなんですが、同じ決算附属

書の中の７５ページの１１で女性・家庭・児童相

談事業というのがありまして、（１）は女性保護

事業だったり、（２）では家庭児童相談事業など

をされてるんですけど、ＤＶとか虐待は、これも
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コロナ禍においてちょっと増えてるのかどうかっ

ていう、相談件数ですね。ちょっと教えてくださ

い。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）相談件数

につきましては、まず、女性保護事業のほうが前

年に比べて１１ .５％の伸びです。それと、

（２）の家庭児童相談事業のほうが、前年に比べ

て４５％増えております。 

 コロナの影響も多少はあると思うんですけれど

も、それ以上にやっぱり非常にいろんな相談しや

すい環境が整ってきてるとかっていうことが、多

分、増えてる要因の一つにあります。 

 あと、虐待等で言いますと、児童虐待の定義っ

ていうのがここ二、三年でかなり増えました。親

同士のけんかが面前ＤＶっていうことになったり

とか、親のしつけの過剰なものが虐待ということ

になったりとかっていうのもありまして、そうい

った相談が増えてますので、そういう定義が増え

たりとか相談しやすい環境でかなり増えてきてる

んだろうなという具合に分析しております。 

○委員（犬井美香）よかったです。相談できる

環境というのはすごく大事だと思うので、今後も

ちょっと件数が増えてくると大変だとは思うんで

すけど、また尽力いただけたらと思います。 

 あともう一点だけ。７０ページの４の障害者

（児）の自立支援事業の（２）で、訓練給付とい

うことで各種給付事業などがあるんですけれども、

その中で自立に向けた就労支援なども行われてい

て、キの就労定着支援事業ということで１０７万

８,２５０円ほど計上されているんですが、これ

は一般企業などへの就労移行した人にっていうこ

とでちょっと説明もあるんですけど、具体的な内

容であったり効果というものをちょっと教えてい

ただきたいです。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）具体的な

部分については、グループ長のほうで答弁させま

す。なかなか就労定着、これまであまり増えてな

くて、最近ちょっと増えている状況にありますけ

ど、ちょっと細かいところはグループ長に説明さ

せます。 

○障害福祉グループ長（家吉竜二）就労移行

支援につきましては、現在、就労支援のＡ型とＢ

型があるわけですけれども、Ａ型につきまして

は……。 

［「就労定着」と呼ぶ者あり］ 

○障害福祉グループ長（家吉竜二）就労定着。

はい。就労定着なんですけれども、一般企業への

就労を推進するために、先ほど言ったＡ型、Ｂ型

とあるんですが、Ａ型が契約をされた形での就労、

一般就労に向けた取組がしやすい方、そういった

方々に向けての就労の支援というのが多くなって

いるというふうな状況でございます。 

○委員（犬井美香）増えてきている。もちろん、

今年３月から障害者雇用の法定雇用率というのも

上がったということで、多分、積極的な雇用が行

われるようになったとは思ってはいるんですが、

その中において、ちょっと私が耳にしたのは、事

業所側が障害のきちんとした理解がないままに雇

用を進めているというのも少し耳にしたところで

す。職員側は、研修とかも全く受けてなかったり

とか。 

 ただ、この就労支援においては、やはり周りの

環境というのはすごく大事かなと私は思うんです。

ですので、市民も含めた中で、やはり事業所に対

しても、もちろん調整とかをかける中でそういう

お話もされると思うんですが、障害の種類によっ

てもいろんなパターンがあるので、一概にこうい

うことに向いてるとかこういうことができるとい

うことでは恐らくないかなと思うので、その辺り

の環境という意味で定着というところが多分ある

のかなと思いますので、その辺りをまた行政側か

らもいろいろお口添えいただけるといいのかなと

いうふうにちょっと感じているので、これはもう

要望です。よろしくお願いします。 

○委員（井上勝博）附属書の７５ページと

６９ページで同じＤＶ相談内容で、件数が例えば

ＤＶが１件なんだけど、こっちの７５件について

は夫の暴力等の相談件数が３０件というふうに書

いてあるんで、これはどういう関係として見れば

いいのか、ちょっと教えていただけますか。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）まず、

６９ページのほうは、生活困窮の相談の窓口に相

談に来られた中で、ＤＶに関するものもあったと

いうことです。 

 一方、通常、そういったＤＶをはじめとしたい

ろんな相談のほうは、７５ページの女性・家庭・

児童相談のほうでしておりますので、どちらかと

いうとこちらがメインになろうかなと思っており
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ます。 

 相談の窓口が違うというのが答えにはなります。 

○委員（井上勝博）分かりました。 

 それと、社協に委託している緊急小口資金や総

合支援資金でしたっけ。そういう融資関係のその

実績というのは、こちらでは分かるんですか。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）まず、大

きくこの困窮関係のものは三つあります。一つは、

社協の自主事業といいますか、全国的な、社協で

やってる自主的な事業。それと、市からお願いし

てやってる部分というのがあります。基本的に社

協が自主的にやる部分については、この成果説明

書のほうには載っておりませんので、市のほうで

関与する部分については載っております。 

 令和２年度の実績で言いますと、まずコロナ関

係ですけれども、一番最初の貸付けになります緊

急小口資金がございます。これは社協のほうの事

業になりますけれども。これの相談が、令和２年

度で１,０７１件の相談があって、４８９件の貸

付けを行っております。 

 困窮の度合いがもうちょっと大きくなりますと、

総合支援資金っていう借りられる部分がありまし

て、この部分の貸付けが１４３件、それに延長貸

付けが３０件、再貸付け１件ということで、全部

で１７４件の貸付けになっております。 

 それと、それに加えて、市のほうで補助金を出

して、社協のほうに緊急小口資金とセットで出し

ております緊急生活支援金のほうは、ここに書い

てあるとおり、４７９件ということになっており

ます。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 以上で、障害・社会福祉課の審査を終わります。 

────────────── 

△市民課の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、市民課の審査に

入ります。 

初めに、決算の概要について、部長の説明を

求めます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）各会計歳入歳

出決算附属書の４４ページをお願いいたします。 

 市民課の令和２年度決算額でございますけれど

も、４億２,４５８万２,６１９円でございます。 

 主な取組でございますが、その下に、２、人権

教育・啓発に関することといたしまして、人権教

育・啓発基本計画に基づく実施計画に沿いまして

啓発活動等を行うとともに、入来小学校におきま

して、花を栽培することにより命の尊さ、思いや

り等を学ぶ人権の花運動を実施いたしました。 

 次の３、交通災害共済事業に関することでは、

交通事故に遭われた加入者に係る災害見舞金の請

求事務を行うとともに、交通災害共済への加入率

向上のための広報活動を実施しております。 

 次に、４５ページをお願いいたします。 

 ４番、戸籍及び住民基本台帳に関することでは、

住民基本台帳法、戸籍法などの法令に基づく事務

を行っております。 

 次の４６ページの５、住民基本台帳ネットワー

クに関することでは、住民基本台帳ネットワーク

を活用いたしまして、ＩＣカードによるコンビニ

エンスストア等での証明書発行サービスを運用い

たしております。 

 次の４７ページの６番、個人番号カード交付に

関することでは、個人番号カードの交付を行うと

ともに、カードの交付申請の方法等についての周

知を図っております。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の説明

を求めます。 

○市民課長（西田光寛）それでは、決算書の

８５ページをお開きください。 

 ２款１項１目一般管理費のうち、市民課分は備

考欄１０行目にあります市民政策調整費で、支出

済額１億８８９万４,４８６円で、電話交換等行

政事務専門員５人分の報酬と部内の日額会計年度

任用職員２１人分の報酬、職員給与費６人分と市

民福祉部職員の時間外手当が主なものでございま

す。 

 続きまして、９９ページをお開きください。 

 同款同項１２目市民相談交通防犯費のうち、市

民課分は、市民相談事務費の市民課分及び備考欄

の一番下に記載の交通災害共済事業費を合わせま

して支出済額１,１４０万４,１８１円であります。 

 市民相談事務費の主な支出は、川内人権擁護委

員協議会への負担金です。例年、開催しておりま

す人権対策事業審議会については、コロナ対策の

ため、開催を見送り、書面開催としたため、報酬、
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費用弁償等が未執行となりました。 

 交通災害共済事業費の主な支出は、県市町村交

通災害共済給付事業負担金は、雑入で受け入れた

加入申込金を県市町村総合事務組合へ支出する負

担金であります。 

 次に、１０７ページをお開きください。 

 ２款３項１目戸籍住民基本台帳費で、支出済額

３億４２８万３,９５２円です。 

 備考欄を御覧ください。 

 戸籍住民基本台帳費の主な支出は、本庁・支所

１５人の行政事務専門員報酬、本庁・支所２５人

の職員給与費などの人件費のほか、戸籍・証明発

行システムの保守委託や更新機器一式の賃借料な

どです。 

 次の住民基本台帳ネットワークシステム事業費

の主な支出は、住民基本台帳ネットワーク機器一

式の保守委託及び更新機器一式の賃借料ほかとコ

ンビニ交付に係る運営負担金となっております。 

 次の個人番号事業費の主な支出は、行政事務専

門員２名の報酬と通知カード・個人番号カード関

連事務の委任に係る交付金で、発行件数の増によ

り、前年の約３倍となっております。 

 以上で、歳出を終わります。 

 次に、歳入について説明いたします。 

 ２５ページをお開きください。 

 １４款２項１目１節総務手数料のうち、市民課

分は、備考欄一番下に記載の戸籍手数料外６件と

なっております。 

 次は、３１ページになります。 

 １５款２項１目総務費補助金１６節社会保障・

税番号制度整備事業補助金は、戸籍副本の全件送

信と、国外転出者によるマイナンバーカード等の

利用者に係るシステム整備に係る補助金で、

１０割補助となっております。 

 １７節個人番号カード交付事業費補助金は、マ

イナンバーカード交付に係るもので、事業実施に

対する全国市町村割の補助金と事務経費が交付さ

れたもので、１０割補助となっております。 

 次に、３７ページです。 

 １５款３項１目総務委託金１節戸籍住民基本台

帳費委託金の中長期在留者住居地届出等事務委託

金は、外国人の住所異動等に伴う事務費で、国の

交付基準で人件費と物件費の委託金であり、

１０割補助となっております。 

 次は、４７ページです。 

 １６款３項１目総務費委託金１節総務管理費委

託金のうち、市民課分は地域人権啓発活動活性化

事業委託金で、入来小学校で行った人権の花運動

に係る経費で、１校４万６千円の委託金でござい

ます。 

 同款同項同目３節戸籍住民基本台帳費委託金の

人口動態事務委託金は出生・死亡等の状況を厚生

労働省が把握するための調査で、前年度受理数か

ら算出された委託金となっております。 

 次は、５３ページでございます。 

 １７款１項２目１節利子及び配当金のうち、市

民課分は、次ページ備考欄下から６行目の医療福

祉対策基金の利子収入となっております。 

 次に、６５ページです。 

 ２１款５項４目１節雑入のうち、市民課分は備

考欄の中段にあります４件で、主なものは県市町

村交通災害共済事業に係る会費、事務費、加入促

進費収入となっております。 

 以上で、歳入の説明を終わります。 

 続きまして、３４０ページの基金運営状況につ

いて説明いたします。 

 市民課分は、表の上から１１番目の医療福祉対

策基金です。年度中の増減は利息相当分の

２,０００円増で、年度末残高は１,７４２万

４,０００円となっております。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）個人番号のカードに関して

なんですけれども、この間、補正で健康データが

ひもづけされるということで、ほかに個人番号と

ひもづけされてる情報というのはどういうものが

あるのか、教えていただけますか。 

○市民課長（西田光寛）今のところ、国のほ

うで検討されているのが、保険証です。今、動い

ているのが保険証。あと、計画されているのが免

許証ということで聞いておるところです。 

○委員（犬井美香）決算附属書の４４ページの

１の部内の総合的な調整に関すること、ちょっと

細かいんですけど、（３）でＦＭさつませんだい

の３０分オリジナル番組の委託料として、３２万

３,４００円を計上されてるんですが、各課の事

業やイベント情報、私も聞いて、なるほどと思っ
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たこともあるんですけど。このＦＭさつませんだ

いの３０分を利用してどのぐらいの効果があるの

かということが、もし分かれば教えてください。 

○市民課長（西田光寛）目に見えた費用対効

果というのはなかなか示せないところですけれど

も、担当課として、やはり広報紙等だけではなく、

いろんなところでいろんなものを使ってそういう

制度とか行事等をアピールすることによって、少

しでも参加者とか、そういうことを増やしていこ

うという説明をしたいという思いが皆さんに伝わ

ればいいのかなというふうに私は思っているとこ

ろでございます。 

○委員（犬井美香）時間帯が木曜日の１０時か

ら１０時半までの時間帯だと思うんですけど、そ

の時間帯というのが意外となかなかラジオをつけ

ていない時間帯だったりするのかなと、ちょっと

個人的には感じたりもします。どちらかというと、

通勤時間帯でラジオをつけてたりとか帰りの時間

帯とか、もっとそういう時間帯ももう少し考えて

いただけると、いい情報がすごく盛り込んである

ので、詰まってるので、もったいないなとちょっ

と思うことがあるので。これはまた考えていただ

ければいいかなと思います。 

 ちょっと併せて、この住民基本台帳ネットワー

クに関することの（３）のコンビニ交付サービス

なんですけど、令和２年度分はちょっと載ってる

んですけど、前年度だったり、経年比較ができる

といいと思うんですけど、そのようなデータがあ

りますでしょうか。 

○市民課長（西田光寛）令和元年度の数字を

申し上げます。コンビニ交付の件数は、住民票が

４,２９８件、印鑑証明が３,５１３件、戸籍が

９ ４ ５ 件 、 所 得 課 税 が ７ ６ ８ 件 、 合 計 の

９,５２４件となっております。 

○委員（犬井美香）ありがとうございます。少

し微増という感じではあるんですけど、できれば、

市税のほうは多分ちょっと経年で比較を出してあ

ったような気がしたので、もしよければこういう

コンビニ交付も、せっかく実施してこういう効果

が出てるんだよというのがもう目に見えて分かる

と聞かなくて済むので、今後、ちょっとそのよう

にしていただけるとありがたいなと思います。よ

ろしくお願いします。 

○委員（井上勝博）申請書等における公文書等

の性別記載欄の見直しについては研究、見直しを

行ったということですが、数字的に言うと、どれ

だけの見直しがされたんでしょうか。 

○市民課長（西田光寛）グループ長のほうに

答弁させます。 

○主幹兼企画総務グループ長（原 浩一） 

全庁的に見直しを行いまして、見直し件数が全体

で２７４件ございました。そのうち、即見直しが

可能という案件が１４５件でございました。 

○委員（井上勝博）何かそういうリストみたい

なものはあるんですか。どういうものが見直され

たのかということは。 

○主幹兼企画総務グループ長（原 浩一）

今、市民課などで申請書等の様式がございますが、

そちらのほうで性別の記載欄を削除したというよ

うなものでありまして、特にリストというような、

内部の資料でつくってはおりますが、必要であれ

ばお示しさせていただきたいと思います。 

○委員（井上勝博）できれば、そういうリスト

を頂ければと思います。 

 それと、こういう性別記載欄をなくしたことに

よって、市民の中からの反応とかっていうのはあ

りますか。 

○市民課長（西田光寛）私どものところには、

特段そういう反応は聞いていないところでござい

ます。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 以上で、市民課の審査を終わります。 

────────────── 

△環境課の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、環境課の審査に

入ります。 

初めに、決算の概要について、部長の説明を

求めます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）決算附属書の

４８ページをお願いいたします。 

 環境課の令和２年度の決算額でございますけれ

ども、１６億１,３７８万８,０８９円でございま

す。 

 主な取組でございますが、すぐ下の１番、環境

保全対策の推進では、環境審議会の開催、ウミガ
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メ保護対策、藺牟田池の環境保全、花いっぱいま

ちづくり推進事業等を行っております。 

 次の４９ページをお願いいたします。 

 ２番、公害対策の推進といたしまして、河川の

水質調査、事業所の悪臭測定のほか、騒音・振動

やダイオキシン類の測定調査等を行っております。 

 その下、３番、ごみの適正な処理及びリサイク

ルの推進といたしまして、廃棄物の排出抑制、環

境美化推進員等との連携による不法投棄及び環境

美化対策やごみの再資源化等のほか、昨年９月の

台風１０号により甑島地域で発生いたしました災

害廃棄物の処理を行っております。 

 次に、５２ページをお願いいたします。 

 ４番、ごみ処理施設の適正な維持管理では、ク

リーンセンター及び最終処分場等の運営管理を行

っております。 

 次に、５４ページをお願いいたします。 

 ５番、衛生災害対策の推進では、共同墓地特別

災害復旧工事に対する助成を行っております。 

 その下、６番、狂犬病予防対策の推進といたし

まして、犬の登録及び狂犬病予防注射を行ってお

ります。 

 次に、５５ページをお願いいたします。 

 ７番、し尿処理施設の適正な維持管理では、し

尿・浄化槽汚泥の処理等を行っております。 

 その下、８番、葬斎場・市営墓地の管理では、

葬斎場及び市営墓地の運営管理を行っております。 

 なお、樋脇岩下及び入来大内田の両市営納骨堂

につきましては、本年４月、地元に無償譲渡いた

しております。 

 最後に、５６ページをお願いいたします。 

 ９番、その他でございます。所管施設の災害復

旧工事をここでは行っております。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○環境課長（奥平幸雄）まず初めに、歳出に

ついて説明いたします。 

 決算書の１３３ページをお開きください。 

 ３款５項１目災害救助費の支出済額のうち、環

境課分の支出済額は、備考欄２行目に記載してあ

ります、し尿汲取料助成金の３万４,０００円で

す。 

 また、８節報償費の予算額８万円、１４節使用

料及び賃借料の予算額７２９万円のうち８９万

６,０００円は、大規模災害等の発生がなかった

ため未執行であります。 

 次に、１３９ページをお開きください。 

 ４款１項４目予防費の支出済額のうち、環境課

分の支出済額１１７万８,３３３円は狂犬病予防

事業費で、畜犬管理システム保守管理業務委託等

です。 

 次に、１４１ページをお開きください。 

 ４款１項８目環境衛生費の支出済額は１億

４,００４万４８８円です。 

 環境総務一般管理費は、環境審議会委員１９人

の報酬、職員１５人分の給与費及び災害廃棄物処

理計画策定支援委託業務が主なものです。 

 環境保全対策費は、下甑島海岸漂着物等処理業

務委託外８件が主なものです。 

 地球温暖化対策費は、庁舎内のエネルギー使用

料の調査のため、エネルギー管理システム使用料、

次のページの花いっぱいまちづくり推進事業費は、

各自治会等が実施しております快適環境づくり補

助金７４件分が主なものです。 

 同じく、１４３ページの９目公害対策費の支出

済額は５９２万６,３６５円です。毎年実施して

おります騒音・振動測定業務委託外１件が主なも

のです。 

 １２節役務費については、臨時測定を行うよう

な市民からの苦情等がなかったため未執行となっ

ております。 

 １０目葬祭費の支出済額は、６ ,６００万

３,２９９円です。市営墓地管理費は、川内芸ノ

尾第１墓地等指定管理料外５件が主なものです。 

 葬斎場管理費は、川内葬斎場やすらぎ苑指定管

理料ほか４件が主なものです。 

 ９節旅費については、墓地、埋葬法に基づく火

葬業務に係る死亡者親族調査がなかったため未執

行となっております。 

 同じく、１４３ページの２項１目清掃総務費の

支出済額は９１万９,１６０円です。 

 清掃総務一般管理費は、川内汚泥再生処理セン

ターの対策委員会への運営補助金が主なものです。 

 １４５ページをお開きいただきたいと思います。 

 ５ 目 ご み 処 理 費 の 支 出 済 額 は 、 １ ０ 億

２,５９１万２,０９４円です。不法投棄対策費の

ほか、環境美化推進事業費では、不当投棄対策の

ため市内のパトロール、監視等を行っていただい
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ております環境美化推進員１０７名分の謝金が主

なものです。 

 一般廃棄物処理費は、市内の家庭から排出され

た一般廃棄物及び資源物収集運搬等の業務委託料

ほか２１件が主なものとなっております。 

 資源ごみ分別推進事業費は、地区コミ分別収集

報償金やリサイクル推進員によります分別指導、

生ごみ処理機購入に対するごみ減量化・再資源化

補助金が主なものです。 

 川内クリーンセンター管理費は、川内クリーン

センター基幹的設備改良事業に係る管理運営業務

委託が主なものです。 

 甑島クリーンセンター管理費は、光熱水費が主

なものです。 

 最終処分場管理費は、川内クリーンセンター焼

却灰等の運搬及び処分業務委託ほか１０件が主な

ものとなっております。 

 なお、不用額の大きなものとしましては、

１３節委託料が多額の不用額がありますが、昨年

９月の台風１０号により甑島地域で発生した災害

等廃棄物処理事業費が主なもので、原因としまし

ては、搬出先を当初、エコパークかごしまに搬出

予定としておりましたが、川内クリーンセンター

への搬出に変更ができたこと、また甑島地域内で

処分・再利用等により、海上輸送回数が大幅に減

少したことによる執行残により不用額となってお

ります。 

 また、甑島地域の災害廃棄物処理事業につきま

しては、島内６か所に設置しておりました、仮処

分場の島外への搬出処理が２か所は終了し、残り

４か所が終了しなかったため、役務費２０万

４ , ０ ０ ０ 円 と 委 託 料 １ 億 ５ , ３ ３ ８ 万

７,０００円を令和３年度へ繰越しを行っており

ます。 

 ９節旅費については、コロナウイルス感染症対

策のため、研修会、会議等が開催されず、未執行

となったものです。 

 同じく、１４５ページの６目し尿処理費の支出

済額は３億６,７１７万２,５２２円です。 

 上甑投入施設管理費は、同施設の維持管理業務

が主なものです。 

 下甑環境センター管理費は、下甑地域浄化槽汚

泥及びし尿運搬業務委託が主なものとなっており

ます。 

 次に、１４７ページをお開きいただきたいと思

います。 

 汚泥再生処理センター施設管理費は、同施設の

維持管理、運営を行うＳＰＣへの業務委託です。 

 なお、不用額の大きなものとしましては、

１３節委託料が、川内汚泥再生処理センターへの

投入量が見込みより大きく下回ったため、多額の

不用額となっております。 

 次に、１８３ページをお開きください。 

 ９款１項６目災害対策費のうち、環境課分は備

考欄下のほうの特別災害復旧補助金５件です。 

 次に、２１５ページをお開きいただきたいと思

います。 

 １１款４項１目現年公用・公共施設災害復旧費

のうち、環境課分は、備考欄、米印上から三つ目

の鹿島資源化センター外壁・雨どい・フード等修

繕外９件です。 

 続きまして、歳入について説明いたします。 

 まず、収入未済についてですが、環境課分につ

いては全て納付されており、収入未済はございま

せん。 

 それでは、決算書の１７ページをお開きいただ

きたいと思います。 

 １４款１項３目１節衛生使用料のうち、環境課

分は葬斎場使用料等の８件です。 

 次に、２７ページをお開きください。 

 １４款２項３目１節衛生手数料のうち、環境課

分は廃棄物処分手数料等の８件です。 

 次に、３３ページをお開きいただきたいと思い

ます。 

 １５款２項３目２節清掃費補助金のうち、環境

課分は甑島地域による災害等廃棄物処理事業費補

助金です。 

 次に、４１ページをお開きください。 

 １６款２項３目１節保健衛生費補助金のうち、

環境課分は海岸漂着物地域対策推進事業費補助金

等の８件です。 

 次に、４９ページをお開きいただきたいと思い

ます。 

 １６款３項３目１節保健衛生費委託金のうち、

環境課分は権限委譲事務委託金です。 

 次に、５１ページの１７款１項１目１節土地建

物貸付収入のうち、環境課分は自動販売機設置等

に係るものが主なものです。 
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 次に、５５ページをお開きいただきたいと思い

ます。 

 同じく、２項２目１節物品売払収入のうち、環

境課分は資源ごみ売払収入及び炭化物売払収入で

す。 

 次に、６５ページをお開きください。 

 ２１款５項４目１節雑入のうち、環境課分は、

６６ページ備考欄、中ほどのＰＥＴボトル等有償

入札拠出金等７件です。 

 次に、財産に関する調書を説明いたします。 

 環境課分の県環境整備公社出捐金については、

３３６ページに記載してありますとおり、令和

２年度中の増減はありませんでした。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（犬井美香）決算附属書の４８ページの

環境保全対策の推進の中の（２）自然環境の保全

のところで、イの藺牟田池の環境保全の中でベッ

コウトンボの確認頭数が減少しているんですけれ

ども、その要因というのはどのように捉えていら

っしゃいますか。 

○環境課長（奥平幸雄）グループ長に答弁さ

せます。 

○主幹兼生活環境グループ長（村岡 実）

要因なんですけども、自然に由来するもので特に

何か大きな影響があるような事象というのはござ

いませんでしたので、特に把握ができていないと

いったところです。 

○委員（犬井美香）となると、なかなか要因が

分からないということは、今後の対応策とかも何

もまだ考えていないというところでしょうか。 

○主幹兼生活環境グループ長（村岡 実）

平成２１年に大渇水がございまして、その翌年が

激減しております。そのときにはもう２桁までい

っておりますので、確かに少なくはなってきてい

るんですが、ちょっとまだ見込みはあるかと思っ

ておりまして、地元の保護する会の活動とかもご

ざいますので、状況を見ているところでございま

す。 

○委員（犬井美香）激減しないうちに早目に、

またその愛護の方々と話をしながら進めていって

いただきたいと思います。 

○委員（井上勝博）今の附属書のその上のウミ

ガメのことなんですけれども、上陸頭数は１７、

１６、１２と微減なんですが、産卵頭数が減って

きていると。 

 これは、上陸するのは産卵のために上陸するの

かなと思ってたんですが、まず関係を教えていた

だきたいのと、それから決算書の１４６ページで

説明がありました、し尿処理費の委託料だったか

な。エコパークに持っていくつもりが、クリーン

センターで済んだので不要額が増えたという、そ

ういう説明だったと思うんですけども、ちょっと

その辺のことをもう少し詳しく御説明いただきた

い。 

 ２点、お願いします。 

○主幹兼生活環境グループ長（村岡 実）

私のほうから、ウミガメのことに関して御説明さ

せていただきます。 

 確かに、カメは雌が砂浜に上がってまいります。

目的は、もちろん産卵のためでございます。です

が、最近、砂浜の奥行きが大分なくなってきてお

りまして、なかなか卵を産める、いい条件の場所

っていうのがなくなってきてるところでございま

す。ですから、卵を産まずに、そのまま海に引き

返していくといったことがございます。 

 そのほかにもなんですけれども、以前監視をさ

れてたベテランの方が、今度、委託業務に替えた

関係で新人の方になりまして、なかなか卵を見つ

けるというのが、経験が必要でございまして、ち

ょっとそこもあったのかというふうに思っている

ところでございます。 

○環境課長（奥平幸雄）甑島地域の災害廃棄

物の件です。 

 当初、川内クリーンセンターで処分しようと考

えたんですけど、川内クリーンセンターは通常業

務もありますので、処理できないことを考えて、

エコパークかごしまのほうに全部搬出する計画で

予算を設定しました。実際、搬出に関わったとき

に、分別処理がちゃんとできていたこともありま

して、川内クリーンセンターと、あと民間のほう

の事業所のほうに搬出することができた関係で、

全てがエコパークかごしまのほうに行くことはな

くなって、分散できたことが一つ不用額が残った

ことの原因。 

 もう一つは、甑島地域で瓦礫類とかコンクリー

トがらなんかは再利用できたこと、持ち出さなく
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て済んだということです。 

 あと、木類というか、木材なんか、当初はその

まま搬出する予定だったんですけど、破砕するこ

とができて量が小さくなった関係と、先ほど申し

ましたコンクリートがらは出さなくてよくなった

件で、海上輸送料が大分少なく抑えられたという

ことが不用額の原因、執行額が残ったということ

になります。 

○委員（落口久光）附属書の５４ページの下段

にある狂犬病の注射の接種率なんですけど、ぱっ

と見、ちょっと接種率低過ぎるかなという気がす

るんですが、そこら辺の要因と、もしこれ、未接

種のところの対処の仕方等、もし知見がありまし

たらお願いいたします。 

○主幹兼生活環境グループ長（村岡 実）

狂犬病の予防接種につきましては、国のほうの目

標は７割となっております。薩摩川内市は、令和

２年度は確かに７割を切っておりますが、その前

の年は７５.８％となっておりまして、国が定め

る目標は超えていたところでございます。 

 この登録頭数の中に、どうしても死亡の届出を

されない方が大分含まれておりまして、実際はも

っと接種率は高くなるのではないかというふうに

見ております。もちろん、死亡の届出をしていた

だくために、通常ははがきが年２回送られるんで

すけれども、その後、また封書でお送りしたりと

か、電話での死亡を受け付けるようにしたりとか、

いろいろ対策は講じてるところです。 

 注射を打たないことによって、狂犬病が発生す

るおそれというのもございますので、そこは獣医

師会のほうとまた連携をしながら、検討を重ねて

いきたいと考えております。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 以上で、環境課の審査を終わります。 

────────────── 

△保険年金課の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、保険年金課の審

査に入ります。 

初めに、決算の概要について、部長の説明を

求めます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）決算附属書の

６３ページをお願いいたします。 

 保険年金課の一般会計の令和２年度決算額でご

ざいますが、２７億２,８４５万２,８７３円でご

ざいます。 

 主な取組でございますが、すぐその下です。

１番、国民年金に関することといたしまして、年

金受給権の確保を図るための各種相談受付及び進

達事務を行うとともに、保険料免除制度の周知及

び申請受付・進達、年金制度に係る広報活動等を

実施いたしております。 

 次の６４ページをお願いいたします。 

 上の２番、国民健康保険事業の推進では、国民

健康保険事業特別会計への繰出金の支出等を行っ

ております。 

 その下、３番、後期高齢者医療事業の推進では、

長寿健診、人間ドックへの助成、後期高齢者医療

事業特別会計への繰出金の支出等を行っておりま

す。 

 次に、特別会計でございますが、６５ページか

らは国民健康保険事業特別会計になります。 

 国民健康保険事業特別会計の令和２年度決算額

は、６５ページの一番上にありますとおり、

１１１億６,６６２万８,７２７円でございます。 

 なお、被保険者数の推移、保険給付の状況等に

ついては、記載のとおりでございますので、詳細

は省略させていただきます。 

 ６７ページをお願いいたします。 

 ６７ページからが後期高齢者医療事業特別会計

になります。 

 後期高齢者医療事業特別会計の令和２年度決算

額は１３億５,６２７万４,３１３円でございます。 

 なお、保険料の徴収状況、被保険者の数等につ

いては、記載のとおりですので、こちらも詳細は

省略をさせていただきたいと思います。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○保険年金課長（山元 茂）それでは、歳出

から御説明を申し上げますので、決算書の

１１９ページをお開きください。中段、御覧くだ

さい。 

 まず、３款１項４目国民年金費は支出済額

２,８４０万１１９円で、支出の主なものにつき

ましては、備考欄、１節の行政事務専門員一人分

の報酬及び職員３人分の給与等で、老齢基礎年金
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等の裁定請求や被保険者異動処理及び相談業務な

どに要した経費でございます。 

 続きまして、１３９ページをお開きください。 

 中段、４款１項５目国民健康保険対策費は支出

済額８億８,０９３万６,０３２円で、支出の主な

ものは、備考欄、１節の会計年度任用職員の一人

分の報酬及び職員１５人分の給与費、また２８節

国民健康保険事業特別会計への繰出金等でござい

ます。 

 令和２年度の繰出金につきましては、備考欄に

記載の保険基盤安定繰出金から出産育児一時金の

財政支援分で法定内の繰入れを行っております。 

 次に、同項７目後期高齢者医療対策費は支出済

額１８億１,９１１万６,７２２円で、支出の主な

ものは、１４１ページをお開きください。備考欄、

１３節委託料の長寿健康診査業務委託及び１９節

負担金補助及び交付金の鹿児島県後期高齢者医療

広域連合への負担金並びに２８節繰出金の後期高

齢者医療事業特別会計への保険基盤安定繰出金で

ございます。 

 歳出については以上です。 

 続きまして、歳入について御説明をいたします。 

 前に戻っていただきまして、２９ページ下段か

ら３１ページを御覧ください。 

 １５款１項２目衛生費負担金において、保険年

金課分は１節国民健康保険医療助成費負担金で、

国民健康保険事業特別会計へ国民健康保険基盤安

定負担金として繰り出す経費のうちの国庫負担金

の歳入であり、負担率は、国２分の１、県及び市

が４分の１となってるところでございます。 

 続きまして、３３ページをお開きください。 

 下段の同款２項３目衛生費補助金において、

１節保健衛生費補助金のうち、保険年金課分は備

考欄下段の高齢者医療制度円滑運営事業補助金で、

後期高齢者医療広域連合電算処理システムと連携

する市町村システムについて、住民基礎控除見直

しに伴いますシステム改修事業に係る事業補填分

でございます。 

 続きまして、３７ページをお開きください。 

 中段の同款３項２目民生費委託金において、

１節社会福祉費委託金のうち、保険年金課分は国

民年金事務交付金でございます。本事務交付金は、

国において標準的な経費を基準額と定め、それに

地域補正係数等を乗じて算出され、交付をされる

ものでございます。 

 次に、３９ページをお開きください。 

 上段の１６款１項２目衛生費負担金においては、

２節と３節が保険年金課分となり、２節国民健康

保険医療助成費負担金は、国民健康保険事業特別

会計へ国民健康保険基盤安定繰入金として繰り出

します経費のうち、県負担分の歳入でございまし

て、負担率は、保険料軽減分が県４分の３、保険

者支援分が県４分の１となっております。 

 また、３節後期高齢者医療助成費負担金は、後

期高齢者医療事業特別会計へ後期高齢者医療保険

基盤安定負担金として繰り出す経費のうちの県負

担分でございまして、負担率は県４分の３でござ

います。 

 次に、６５ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入について、保険年金課分は

備考欄の下段分になります。鹿児島県後期高齢者

医療広域連合より鹿児島県後期高齢者医療制度事

業費補助金及び鹿児島県後期高齢者医療制度特別

対策補助金を受け入れているものでございますけ

れども、こちらのほうは国県の支出金に該当しな

いため、雑入で受入れをしてるものでございます。 

○委員長（帯田裕達）これより質疑に入りま

す。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑はないと認めます。 

 ここで、本案の審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第１０１号 決算の認定について

（令和２年度薩摩川内市国民健康保険事業

特別会計歳入歳出決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第１０１号

決算の認定について（令和２年度薩摩川内市国民

健康保険事業特別会計歳入歳出決算）を議題とし

ます。 

 当局の補足説明を求めます。 

○保険年金課長（山元 茂）それでは、歳出

から御説明申し上げます。 

 ２７９ページをお開きください。１款総務費は、

支出済額２,２６２万３,８０９円で、支出の主な

ものは、備考欄、１項１目一般管理費の国民健康

保険被保険者証等作成業務委託、同項２目連合会

負担金の県国民健康保険団体連合会一般負担金、

２項３目の賦課徴収費の納税通知書作成等業務委
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託、また３項１目運営協議会費の国民健康保険事

業の運営に関する協議会の委員報酬９名分でござ

います。 

 次に、２款保険給付費は支出済額８１億

１,８９５万３,１２６円で、医療機関等を受診し

た場合の現物給付分や医療費が高額になった場合

等の現金給付に関する経費でございまして、一般

及び退職被保険者等に係ります１項療養諸費、

２項高額療養費、また２８１ページを御覧くださ

い。３項葬祭諸費、４項移送費、５項出産育児諸

費をそれぞれ支出しております。 

 また、件数等につきましては、備考欄及び決算

附属書の６５ページに記載しておりますので、後

ほど御参照いただきたいと思います。 

 なお、６項傷病手当金につきましては、新型コ

ロナウイルス感染症に係ります療養中の生活保障

として予算措置をしておりましたが、申請が全く

ございませんでしたので、全額が不用額となって

おります。 

 次に、３款国民健康保険事業納付金は、支出済

額２７億８３５万３,３７６円で、医療費等に係

る市の法定負担分で、県からの指示額でございま

す。１項医療給付費分、２項後期高齢者支援等分、

３項介護納付金分等をそれぞれ県に納付してると

ころでございます。 

 次に、２８３ページから２８５ページにかけま

し て の ８ 款 保 健 事 業 費 は 、 支 出 済 額 １ 億

４,０９９万５,１２１円で、疾病予防や医療費適

正化のための各種保健事業に係る経費でございま

す。 

 備考欄を御覧ください。 

 １項特定健診保健指導事業費では、保健師業務

専門員等の二人分の報酬や特定健診保健指導事業

の経費を、２項保健事業費では、１目疾病予防費

で診療報酬明細書磁気テープ作成業務委託や人間

ドック利用補助金を、４目医療費適正化特別対策

事業費で、保健師業務専門員等４人分の報酬及び

ジェネリック医薬品差額通知事業等を執行したほ

か、２８５ページを御覧ください。９目早期介入

保健指導事業で、特定健診の要指導でない予備軍

の方に対する早くからの生活習慣病の改善指導を

行います早期介入保健指導事業を実施いたしてお

ります。 

 次に、２８５ページ上段の９款基金積立金は、

支出済額３,６４０万４,０００円で、国民健康保

険基金で発生した利息相当額と令和元年度決算繰

越金の一部を基金に積み立て、今後の国保事業運

営の不測の事態に備えるために基金へ積み立てた

ものでございます。 

 続いて、１１款諸支出金は、支出済額１億

３,９２９万７,５８５円で、１項償還金及び還付

加算金のうち、１目一般被保険者保険税還付金、

２目退職被保険者等保険税還付金につきましては、

国民健康保険税に係ります過年度還付金となって

おります。 

 次に、４目保険給付費等交付金償還金につきま

しては、備考欄を御覧ください。令和元年度国民

健康保険給付費等交付金の交付額確定に伴います

返還金でございまして、内訳につきましては記載

のとおりでございます。 

 次に、２項繰出金につきましては、支出済額

１億１,２３１万８,０００円で、直営診療所施設

勘定への繰出しと収納率向上特別対策事業として

一般会計へ繰り出したものでございます。 

 次に、１２款予備費につきましては、当初

１,０００万円を予算措置しておりましたが、新

型コロナウイルス感染症に係る国保税の減免申請

書の発送のために、１款２項３目賦課徴収費の通

信運搬費に３７万６,０００円を流用し、執行い

たしたところでございます。 

 歳出については以上です。 

 続きまして、歳入について御説明いたします。 

 前にお戻りいただきまして、２７３ページをお

開きください。 

 歳入の１款国民健康保険税及び２款１項２目督

促手数料並びに２７５ページ下段の１１款１項延

滞金、加算金及び過料につきましては税務課より

御説明を申し上げることになりますので、まず税

務課より決算状況を説明した後に保険年金課関係

の御説明をさせていただきますので、よろしくお

願い申し上げます。 

○税務課長（佐多誠一）国民健康保険税の収

納状況につきまして、収納課分も併せて御説明い

たします。 

 １款１項国民健康保険税１目一般被保険者国民

健 康 保 険 税 は 、 収 入 済 額 １ ５ 億 ９ ８ 万

８,０９９円でございます。 

 ２目退職被保険者等国民健康保険税は、収入済
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額１７７万３,０２９円でございます。 

 国保全体の収入済額は、１番、上の行になりま

す。１５億２７６万１,１２８円でございます。 

 不 納 欠 損 額 は 、 一 般 分 で ３ , ６ ５ ４ 万

４,２３３円、退職分で６１万６,９３３円、合計

３,７１６万１,１６６円で、件数は２,７１８件

でございます。 

 不納欠損処分の主な理由は、担税力未回復によ

るものが１ ,９４６件、時効によるものが

６２８件、ほかは所在不明等でございます。 

 収入未済額は、現年課税分が１,２３０人で

９ , ５ ０ ３ 万 ５ , ７ ６ ９ 円 、 滞 納 繰 越 分

１,８３９人で５億１,３７６万１,５６８円、合

計で６億８７９万７,３３７円でございます。 

 備考欄記載の歳入還付未済額は、合計で８万

５,５００円でございます。 

 続きまして、２款使用料及び手数料１項手数料

２目１節督促手数料は、収入済額９９万１００円、

不納欠損額は２３万９,３００円、収入未済額は

２５２万５,１５０円でございます。 

 続きまして、２７５ページをお開きください。 

 １１款諸収入１項延滞金、加算金及び過料は、

１目一般分及び２目退職分の延滞金で、収入済額

１,２２６万４,９８０円でございます。過料はご

ざいません。 

○保険年金課長（山元 茂）それでは引き続

き、保険年金課より御説明いたします。 

 ２７３ページにお戻りください。下段になりま

す。 

 ３款国庫支出金２項国庫補助金におきまして、

８目社会保障・税番号制度システム整備費補助金

は、高額医療に係ります外来年間合算の支給申請

におけます書類の提出を省略するなど、被保険者

の利便性の向上を図るため、基幹システムの改修

を行ったものに対して交付をされるものでござい

ます。 

 次に、９目災害等臨時特例補助金は、新型コロ

ナウイルス感染症対応に係ります国保税の減額分

の補填と、令和２年７月豪雨に係ります一部負担

金免除の特例措置分の補填及び国保税減免対応分

に係る補填でございます。 

 次に、２７５ページにかけての６款２項１目保

険給付費等交付金は、本市における医療費等に係

る普通交付金及び備考欄に記載の特別交付金とし

て交付されたものでございます。 

 次に、８款１項１目利子及び配当金は、国民健

康保険基金等の利子収入でございます。 

 次に、９款１項１目一般会計繰入金は、保険基

盤安定繰入金、財政安定化支援事業繰入金、出産

育児一時金繰入金等の法定内繰入れを行っており

ます。 

 また、９款２項１目国民健康保険基金繰入金に

おいて、基金への繰入れを行っております。 

 次に、１０款繰越金は、令和２年度からの純繰

越し分でございます。 

 ２７７ページを御覧ください。 

 １１款諸収入３項雑入においては、２目一般被

保険者第三者納付金、３目退職被保険者等第三者

納付金は、交通事故等により、国保による治療を

受けた場合、その費用を加害者から損害賠償金と

して受け入れるもので、国保連合会から納付をさ

れるものでございます。 

 ４目一般被保険者返納金及び５目退職被保険者

等返納金につきましては、資格喪失後の受診や負

担割合変更に伴います一部負担金の返納金でござ

いまして、毎年発生するものでございます。その

都度、面談や電話、文書等、様々な形で納付の相

談を行ってきましたけれども、４目におきまして

４５件が収入未済分となった次第でございます。

詳細につきましては、決算資料１の１８９ページ、

収入未済額の状況の表、中段、下段に表記をして

ございます。 

 また、この返納金につきましては、保険者間の

調整ができる部分が大半ではございますが、本人

同意等の手続に時間を要するために未納が発生し

てるものでございます。 

 続きまして、６目雑入については、雇用保険個

人掛金などを受け入れております。 

 それでは、２８７ページを御覧ください。 

 実質収支につきましては、歳入総額１１２億

７,５５２万３,０００円、歳出総額１１１億

６,６６２万９,０００円で、歳入歳出差引額１億

８８９万４,０００円は翌年度への繰り越すべき

財源はなく、実質収支額は同額１億８８９万

４,０００円となっております。 

 次に、３４０ページを御覧ください。 

 財産に関する調書のうち、保険年金課分の国民

健康保険基金につきましては同ページ下段に、国
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民健康保険高額療養費資金貸付基金につきまして

は３４１ページ上段に記載してございます。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）コロナ特例の減免について

は、先ほど国民健康保険災害等臨時特例補助金で

３,４０２万４,０００円ということですが、これ

はちょっとほかのも入ってるような説明をされた

んですが、そのコロナ特例減免は何件で、金額は

幾らになったっていうふうに教えていただければ

と思います。 

○保険年金課長（山元 茂）税務課のほうか

ら答えさせます。 

○税務課長（佐多誠一）令和２年度分につき

ましては、５月３１日現在で決定件数が２７６件、

減免決定額が４,７１９万４,２００円でございま

す。 

○委員（井上勝博）あと、資格証や短期保険証

の交付が最近決算資料にはもう載らなくなったの

かなとか思ってるんですが、その理由と、そして

資格証、短期保険証が現在どのぐらいの方が交付

されてるのかを教えてください。 

○保険年金課長（山元 茂）短期証の発行者

数が、本年５月３１日現在で７２６件です。また、

資格証対象者は６９名です。よろしいでしょうか。 

○委員（井上勝博）短期証については、１か月

短期とか３か月短期、６か月短期ってあるんです

かね。ちょっとその辺、確認もついでに、それぞ

れがどうなってるのか教えてください。 

○保険年金課長（山元 茂）では、１か月か

ら６か月、また６か月以上で７種類ございますけ

れども、順に言っていきます。 

 １か月の短期証が１１４名、２か月が１３０名、

３か月が２７４名、４か月が１４名、５か月が

１名、６か月が１９３名、６か月以上１２か月未

満というのがあるんですけれども、今のその数字

はゼロでございます。合計で７２６名になります。 

○委員（井上勝博）コロナ特例減免で、これは、

私はいい面と、それから問題だと思う面というの

は二つあって、一つはたくさんの減免をしていた

だいたと、これは非常によかったなと思うんです。 

 しかし、一方で、これだけやっぱり減免をしな

ければ苦しい暮らしの方々が増えてきてるという

ことと、それから短期証も１か月短期が１１４件

と比較的ほかと比べても多いということで、国保

税がやっぱり重い負担になってるっていうことだ

と思うんです。そういう点で、もう一般会計から

の繰入れができなくなってるというか、やらなく

なっちゃってるということについて、これはやは

り国のほうからの縛りっていうのがあるのかどう

かなんですが、どうなんでしょうか。 

○保険年金課長（山元 茂）同一の内容の御

質問に対して何回か御回答したと思うんですけれ

ども、法定外繰入れにつきましては本来は国民健

康保険の特別会計でございますので、被保険者の

保険料、また公費で賄うのが原則であります。そ

れ以外の費用を充てるということになりますと、

それなりの対象者で、国民健康保険じゃない方と

の平等性、そういうものがありまして、そう単純

なものではないというところであります。 

 国のほうも、交付金等におきまして、国保を今

後、平成３０年から財政主体が県単位になった関

係で、今、各市町村で法定外繰入れ、あと繰上充

用ということをやっている市町村に対して、まず

はその部分を解消して、それから統一保険料を図

るというふうな方向に流れていっておりますので、

本来はそういう形で繰入れをしていくと国保財政

自体は楽になるんですけれども、今、そういう国

の指導といいますか。そういう流れになっており

ますので、薩摩川内市のほうでは苦しい中、保険

事業だけでも繰り入れて事業をやっておったんで

すけれども、昨年から、その部分も法定外やめる

形において何とか財政上のやりくりをやる形で、

こういう形で今、決算上でなってるというところ

でございます。 

○委員（井上勝博）苦しい胸の内は分かりまし

たが、しかし市民も大変だということも、やっぱ

り私たち、見ておかなくちゃいけないと思います。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「討論あり」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）ただいま討論の声があ

りますので、これより討論を行います。 
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 まず、本決算の認定に反対の討論はありません

か。 

○委員（井上勝博）皆さん、私は国民健康保険

税についていつも反対してて、しようがないなと

思っている方もいらっしゃるかもしれませんけれ

ども、しかし、やっぱり相当な負担感があると。

だからこそ、全国知事会が１兆円の国庫負担を増

やしてくれっていうことの要望が出されているわ

けで、決してこれは不当な反対ではないというふ

うに思っております。 

 やっぱり自治体としての努力としても、先ほど

減免額は、これ、県内で一番たくさん減免がされ

ております。だから、そういう点で、私は努力を

されているというふうに思います。しかし、一方

で市民の国保加入者の方々の苦しみも私は理解し

なくちゃいけないから、何とかしなくちゃいけな

いというふうに思いますので、特別会計に反対し

ます。 

○委員長（帯田裕達）次に、本決算の認定に

賛成の討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）反対の討論はありませ

んか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）これで討論を終わりま

す。 

 採決します。採決は起立により行います。本決

算を認定すべきものと認めることに賛成する委員

の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○委員長（帯田裕達）起立多数であります。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

 ここで、休憩します。再開はおおむね１５時半

に開会します。 

         ～～～～～～～～～ 

         午後３時１５分休憩 

         ～～～～～～～～～ 

         午後３時３０分開議 

         ～～～～～～～～～ 

○委員長（帯田裕達）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

────────────── 

△議案第１０４号 決算の認定について

（令和２年度薩摩川内市後期高齢者医療事

業特別会計歳入歳出決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第１０４号

決算の認定について（令和２年度薩摩川内市後期

高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算）を議題と

します。 

 当局の補足説明を求めます。 

○保険年金課長（山元 茂）それでは、歳出

から御説明を申し上げます。 

 決算書の３３０ページをお開きください。 

 １款２項１目徴収費でございますが、支出済額

２２万７,３７９円で、こちらは保険料徴収事務

に関わります経費でございます。 

 次に、２款１項１目後期高齢者医療広域連合納

付金は、支出済額１３億４,０７７万２,９０５円

で、こちらのほうは広域連合への保険料等の納付

金で、徴収いたしました保険料と保険基盤安定分

を合わせたものを納付するものでございます。 

 次に、３款１項１目健康保持増進事業費は、支

出済額１,４５５万５,４２９円で、備考欄を御覧

ください。こちらは、高齢者の保健事業と介護予

防事業の一体的実施推進事業に係る経費でござい

ます。支出の主なものは、保健事業地域支援専門

員２名の報酬及び職員１名の給与と備品購入等事

業に関わる各種経費でございます。 

 次に、５款１項１目保険料還付金は、支出済額

７１万８,６００円で、こちらは過年度保険料に

ついて所得構成等による被保険者への還付金でご

ざいます。 

 歳出については以上です。 

 続きまして、歳入について御説明申し上げます。 

 前 の ペ ー ジ に お 戻 り い た だ き ま し て 、

３２６ページをお開きください。 

 １款１項後期高齢者医療保険料において、１目

特別徴収保険料は、収入済額６億３,１３６万

３,８００円で、年金天引きにより徴収したもの

でございます。２目普通徴収保険料は、１節現年

分と２節滞納繰越分を合計いたしました収入済額

は２億８,４７８万５,３００円で、口座振替や納

付書により徴収をいたしたものでございます。 

 また、同目におけます収入未済額につきまして

は、１節現年度分が３９５万４,５００円、２節

滞納繰越分が４７７万６ ,４００円で、合計

８７３万９００円でございます。 

 徴収対策といたしまして、臨戸訪問や電話、納
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付誓約書等によります時効中断を行いつつ、今後

におきましても、口座振替の推進、年金支給月を

中心とする徴収計画を立てるなど、収入未済の回

収を図っていきたいと考えております。 

 また、同目におけます不納欠損額６５万

３,５００円につきましては、保険料の時効成立

２年が経過することから不納欠損処分をいたした

ところでございます。件数は１７件で、主な処分

理由は本人死亡等によるものでございます。 

 なお、１目及び２目の備考中に記載されており

ます還付未済額につきましては、それぞれ死亡等

の理由により保険料を返還する必要がございます

けれども、御遺族の口座確認等に時間を要するた

め今年度末をめどに処理を行う予定としていると

こでございます。 

 続きまして、２款１項２目督促手数料は、事務

手数料でございます。保険料と同様１６件、

１,６００円を不納欠損処分しておりますが、こ

れは２目の普通徴収保険料の不納欠損処分に伴う

ものでございます。 

 次に、４款１項２目保険基盤安定繰入金は低所

得者に係る保険料軽減分を公費で補填するもので

ございまして、負担割合は県４分の３、市４分の

１で、これらを合わせた金額を繰り入れておりま

す。 

 次に、５款１項１目繰越金は、前年度からの繰

越し分でございます。 

 次に、６款２項１目保険料還付金は、過年度保

険料を被保険者へ返納した分を広域連合から受け

入れるものでございます。 

 続いて、３２８ページを御覧ください。 

 ６款５項５目雑入は、鹿児島県後期高齢者医療

広域連合から後期高齢者医療制度特別対策補助金

を受入れておりますが、国や県支出金に該当しな

いため雑入で受け入れているものでございます。

これは、歳出の高齢者の保健事業と介護予防事業

の一体的実施推進事業に係ります補填分でござい

ます。 

 続きまして、３３２ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書について御説明いたしま

す。 

 歳入総額１３億５,９９８万７,０００円に対し

まして、歳出総額１３億５,６２７万４,０００円

で、歳入歳出差引差額は３７１万２,０００円と

なり、翌年度へ繰り越すべき財源がないことから

実質収支額は同額となっております。 

○委員長（帯田裕達）これより質疑に入りま

す。御質疑願います。 

○委員（井上勝博）普通徴収のほうで８７３万

円なんですが、資格証の交付というのはどのぐら

いになってるんですか。 

○保険年金課長（山元 茂）後期高齢者医療

制度におきましては、資格証の発行はございませ

ん。これは、平成２０年度の通知によりまして、

制度上は資格証の発行はできますけれども、国の

通達によって高齢者の医療の機会を損なうような

資格証の発行というものは原則しないという方向

になっておりますので、ゼロでございます。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 これより、討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「討論あり」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）ただいま討論の声があ

りますので、これより討論を行います。 

 まず、本決算の認定に反対の討論はありません

か。 

○委員（井上勝博）今、私もちょっと知らなか

ったんですが、資格証はゼロということで、一応

医療は受けられるということで、一つ改善はされ

てるというふうに思いますが。本会議で今まで言

ってたとおり、制度上は高齢者だけを別にしてそ

の医療費の負担を高齢者に充てるというようなや

り方ですので、１回これは政府が廃止を決めたも

のでもあります。よって、特別会計に反対いたし

ます。 

○委員長（帯田裕達）次に、本決算の認定に

賛成の討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）次に、本決算の認定に

反対の討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）これで討論を終わりま

す。 

 採決します。採決は起立により行います。本決

算を認定すべきものと認めることに賛成する委員
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の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○委員長（帯田裕達）起立多数であります。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

 以上で、保険年金課の審査を終わります。 

────────────── 

△高齢・介護福祉課の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、高齢・介護福祉

課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第９５号 決算の認定について（令

和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決

算） 

○委員長（帯田裕達）審査を一時中止してお

りました議案第９５号を議題とします。 

 初めに、決算の概要について部長の説明を求め

ます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）決算附属書の

７７ページをお願いいたします。 

 高齢・介護福祉課の一般会計の令和２年度決算

額ですが、２４億３,０５８万３,６８５円でござ

います。 

 主な取組ですが、すぐ下、１番、高齢者健康づ

くりの促進といたしまして、敬老金等の支給、は

り、きゅう、マッサージ等の施術料の助成、高齢

者クラブ活動への助成等を行っております。 

 なお、本年３月、令和３年から令和５年度を計

画期間とする高齢者福祉計画第８期介護保険事業

計画を策定をいたしております。 

 その下、２番、高齢者の日常生活支援といたし

まして、訪問給食サービス事業、日常生活用具給

付事業や緊急通報システムの貸与等を行っており

ます。 

 ７８ページをお願いいたします。 

 ３、在宅介護者の支援といたしまして、ねたき

り老人介護手当支給や家族介護用品支給事業を行

っております。 

 ４番、養護老人ホーム入所措置では、居宅にお

いて養護を受けられない高齢者に対しまして養護

老人ホームへの入所措置を講じております。 

 ５番、介護保険事業の推進といたしまして、利

用者負担軽減等を行うとともに、地域密着型サー

ビス提供事業所の整備を実施いたしております。 

 ７９ページをお願いいたします。 

 中段、６、養護老人ホーム運営事業及び７、特

別養護老人ホーム運営事業では、社会福祉協議会

を指定管理者といたしまして、養護老人ホーム及

び特別養護老人ホームの運営を行っております。 

 ８０ページをお願いいたします。 

 ８、要介護認定審査事務では、要介護、要支援

認定申請により訪問調査を行いまして、介護認定

審査会を開催いたしまして審査判定を実施をいた

しております。 

 なお、申請件数、調査件数及び判定件数は記載

のとおりでございます。 

 ９の労働者の就労促進では、シルバー人材セン

ターの助成を行っております。 

 １０の災害復旧事業では、樋脇もくもくふれあ

い館ののり面の災害復旧工事を実施いたしました。 

 次に、８１ページからは介護保険事業特別会計

になります。 

 介護保険事業特別会計の令和２年度の決算額は、

１０５億８,７７６万９,６６３円でございます。 

 なお、被保険者及び認定者の数、保険給付の状

況等については、以後に記載のとおりでございま

すので、詳細は省略をさせていただきます。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）まずは、

一般会計の歳出について御説明いたしますので、

決算書の１１９ページをお開きください。 

 ３款２項１目老人福祉総務費は、支出済額２億

１,２３７万６,７５３円で、主な支出につきまし

ては、備考欄を御覧ください。 

 まず、老人福祉管理運営費の主なものは、職員

６人分の給与費、敬老金、次の１２１ページにか

けて記載してございますけれども、高齢者福祉計

画及び第８期介護保険事業計画策定業務委託、高

齢者クラブ連合会補助金、高齢者はり・きゅう・

マッサージ等施術料助成などが主なものです。 

 次の老人福祉施設管理費では、生活支援ハウス

等の指定管理料や各施設の維持管理に係る経費、

樋脇もくもくふれあい館のり面伐採業務委託や令

和２年９月の台風１０号により被害を受けた下甑

高齢者多目的ホールのシャッター撤去工事等が主

なものです。 

 次の高齢者生活支援事業費では、高齢者訪問給

食サービス事業業務委託等が主なものでございま
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す。 

 次の在宅介護者支援事業では、ねたきり老人介

護手当及び家族介護用品支給事業が主なものでご

ざいます。 

 次に、同項２目老人措置費については、支出済

額４億７,４５７万８,５１８円で、養護老人ホー

ムの入所者に係る措置費が主なものとなります。 

 次に、同項３目介護保険対策費については、支

出済額１６億３７３万３,４８９円で、備考欄の

介護保険対策費の主なものは、職員１４人分の給

与費及び、次の１２３ページの介護保険事業特別

会計繰出金が主なもので、地域介護・福祉空間整

備等事業費は、特別養護老人ホーム鹿島園の消火

栓ポンプ改修工事及び市内の特別養護老人ホーム

の冷暖房整備事業に係る補助金であります。 

 な お 、 １ ９ 節 負 担 金 補 助 金 及 び 交 付 金

３,３３０万８,０００円の繰越しにつきましては、

介護施設でのコロナの感染症の感染拡大のリスク

低減のため、ウイルスが外に漏れないように気圧

を低くした居室である陰圧室の設置が有効である

ことから、認知症グループホーム２か所及び小規

模多機能型居宅介護事業所１か所、計３か所にお

きまして、簡易陰圧装置を設置するものでありま

すが、機器が年度内に納入されないことから、令

和３年度に繰り越したものであります。 

 次に、同項４目養護老人ホーム費については、

支出済額２,８２６万７,１９８円で、主な支出は

養護老人ホーム甑島敬老園の指定管理料及び甑島

敬老園に調理機器を整備したことに伴います備品

購入費になります。 

 次に、同項５目特別養護老人ホーム費について

は、支出済額１,０３４万６,９０７円で、主な支

出は、特老甑島敬老園、鹿島園の施設設備の修繕

費及び工事請負費として、特老甑島敬老園の昇降

機の改修工事が主なものであります。 

 次に、同項６目介護認定審査費については、支

出済額７,６４２万２０円で、主な支出は、介護

認定審査会委員５５人分及び介護認定訪問調査業

務専門員１３人分の報酬、要介護認定調査委託料

などになります。 

 次に、１４７ページをお開きください。 

 ５ 款 １ 項 １ 目 労 働 諸 費 で は 、 支 出 済 額

３,６８１万６,９３４円のうち、高齢・介護福祉

課分は、備考欄に記載のとおり労働者福祉対策費

のシルバー人材センター事業補助金２,３６２万

円になります。 

 次に、２１５ページをお開きください。 

 １１款４項１目現年公用・公共施設災害復旧費

では、支出済額５,３８１万６,０２８円のうち、

高齢・介護福祉課分は、備考欄の上から１５行目

に記載のとおり１２４万８００円で、もくもくふ

れあい館ののり面崩土災害復旧工事になります。 

 なお、以上説明しました歳出執行に当たって

５０万円以上の予算流用で対応しました状況につ

いて御説明いたしますので、別冊議会資料の

５０万円以上節間流用一覧を御準備いただきたい

と思います。 

 本課の一般会計分につきましては、２ページの

番号１０番から１２番までの３件でございます。 

 １０番につきましては、台風１０号で被災した

下甑高齢者多目的ホールのシャッターを撤去する

必要があったことから、記載のとおり７０万

７,０００円を予算流用し、１１番は、養護老人

ホーム甑島敬老園の食堂のエアコンが故障し修理

不能のため、新たに購入する必要が生じたことか

ら、記載のとおり６２万７,０００円を予算流用

し、１２番につきましては、養護老人ホーム甑島

敬老園のガス立体炊飯器が故障し修理不能のため

新たに購入する必要が生じたことから、記載のと

おり６９万３,０００円を予算流用し、執行した

ものであります。 

 以上が、５０万円以上の節間流用の対応状況に

なります。 

 次に、歳入について御説明いたしますので、決

算書にお戻りいただきまして、１５ページをお開

きください。 

 １３款２項１目民生費負担金２節老人福祉費負

担金ですが、備考欄に記載のとおり養護老人ホー

ムの入所者負担金である老人福祉費負担金が主な

ものです。 

 なお、収入未済額については、過年度分３名及

び現年度分５名の計８名分となりますけれども、

２名の方につきましては、過年度と現年度の重複

であり、実人数は６名分の未収入です。 

 次に、１７ページをお開きください。 

 １４款１項２目民生使用料１節民生使用料中、

高齢・介護福祉課分については、備考欄の上から

５行目以降に記載分で、屋内ゲートボール場施設
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利用料などになります。 

 次に、２９ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金２節老人福祉費負

担金は、介護保険料の低所得者保険料軽減負担金

であり、国の負担率は２分の１となります。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項２目民生費補助金２節老人福祉費補

助金は、歳出で説明いたしました特別養護老人

ホーム鹿島園の消火栓ポンプ改修工事及び市内の

特別養護老人ホームの冷暖房整備事業に係る補助

金であります。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 １６款１項１目民生費負担金２節老人福祉費負

担金は、低所得者保険料軽減負担金であり、県の

負担率は４分の１となります。 

 次に、３９ページをお開きください。 

 １６款２項２目民生費補助金２節老人福祉費補

助金は、甑島敬老園に調理機器を整備したことに

係る特定離島ふるさとおこし推進事業補助金、補

助率７０％と、シニア元気生き生き活動体制づく

り支援事業補助金は、１団体１５万円が上限額で

あります。老人クラブ運営補助金は、会員数

３０人以上の高齢者クラブを対象とした運営費補

助金で、補助率は３分の２になります。 

 次に、４１ページをお開きください。 

 同目６節介護保険事業費補助金は、歳出で御説

明しました１９節負担金補助金及び交付金

３,３３０万８,０００円を令和３年度に繰り越し

ており収入未済となっております。介護保険事業

費補助金は、介護保険システム改修に係る補助金

であり、令和３年度報酬改定に係る分は補助率

２分の１、特定個人情報データ標準レイアウト改

定に係る分は補助率３分の２であります。また、

介護保険利用者負担対策事業費補助金は、補助率

４分の３になります。 

 次に、５３ページをお開きください。 

 １７款１項２目１節利子及び配当金のうち、高

齢・介護福祉課分は、備考欄の下段辺りにありま

す介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金の

利子収入で、次の５５ページ備考欄上段に記載の

とおり、調定額、収入済額同額となっております。 

 次に、６１ページをお開きください。 

 ２１款３項１目貸付金元利収入３７節特別養護

老人ホーム整備資金貸付金収入は、里町の特別養

護老人ホーム寿里苑の貸付金に対する償還金収入

でございます。 

 次に、６７ページをお開きください。 

 ２１款５項４目１節雑入の高齢・介護福祉課分

については、備考欄の中段辺りに記載のとおり、

生活支援ハウス入居者利用料などが主なものです。 

 次に、財産に関する調書について御説明いたし

ますので、３３８ページをお開きください。 

 ２の重要物品現在高調ですが、高齢・介護福祉

課分は、表の右側のほうで上から７行目の厨房器

具類の増５件のうち１件で、甑島敬老園の調理機

器を購入したものです。 

 次に、３３９ページをお開きください。 

 ３の債権についてですが、高齢・介護福祉課分

は、３行目の寿里苑運営資金貸付金になり、当該

債権については合併前の里村において特別養護老

人ホーム運営資金として無利子の貸付けを行った

もので、令和２年度１５０万円の償還があり、年

度末残高は１,８００万円となっております。 

 次に、３４０ページをお開きください。 

 ４の基金のうち下段にあります介護給付費準備

基金が高齢・介護福祉課分となります。 

 次に、基金の運用状況について御説明いたしま

すので、３４８ページをお開きください。 

 ６、介護保険高額介護サービス等資金貸付基金

については、令和２年度末の残高は１,２００万

円となっており、令和２年度中の貸付実績はあり

ませんでした。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）附属書の８０ページです。

やはり、要介護認定件数、訪問調査件数、審査判

定件数が低く、前年度よりも減っておりますが、

これはもうずばりコロナの影響だというふうに考

えてよろしいんでしょうか。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）平成

３０年から介護認定の期間が最高２４月だったの

が３６月まで延びるようになりました。なので、

認定期間が延びたことによりまして、介護申請の、

次回のタイミングというかそれが少なくなってる

状況で、コロナに関する影響は特にございません。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 
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○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 ここで、本案の審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第１０３号 決算の認定について

（令和２年度薩摩川内市介護保険事業特別

会計歳入歳出決算） 

○委員長（帯田裕達）次に、議案第１０３号

決算の認定について（令和２年度薩摩川内市介護

保険事業特別会計歳入歳出決算）を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）まず、

歳出について御説明いたしますので、決算書の

３１３ページをお開きください。 

 １ 款 保 険 給 付 費 は 、 支 出 済 額 ９ ９ 億

１,３４８万８,７０２円で、居宅や施設における

介護サービス給付費や高額給付費、介護予防サー

ビスに係る給付費になります。 

 なお、不用額が多額となっておりますが、介護

給付費の伸びを最大で見積もらざるを得ないこと

による執行残でございます。 

 次に、３１５ページを御覧ください。 

 ３款２項２目総合相談事業費は、支出済額

４,７４２万５,３２８円で、主な支出は、市内

１２か所の在宅介護支援センター総合相談業務委

託料及び介護予防普及業務委託料が主なものです。 

 次に、同項３目権利擁護事業費は、支出済額

２,２２８万８,７０７円で、所管は障害・社会福

祉課になりますが、支出は社会福祉協議会権利擁

護センター運営補助金になります。 

 次に、同項５目任意事業費は、支出済額

１,７１８万７円で、主な支出は、障害・社会福

祉課分の成年後見制度利用支援事業補助金のほか、

本課分として介護給付費適正化業務専門員４名分

の報酬のほか、高齢者住宅等安心確保事業の生活

援助員派遣に係る委託料になります。 

 同項７目包括的支援事業一般管理費は、支出済

額１億２,４７５万５,３５３円で、主な支出は、

地域包括支援センター運営事業委託になります。 

 次に、同項８目在宅医療・介護連携推進事業費

は、支出済額２,４５１万７,５６９円で、主な支

出は、川内市医師会、薩摩郡医師会及び薩摩川内

市歯科医師会に委託しております在宅医療支援セ

ンター業務委託になります。 

 次に、同項９目生活支援体制整備事業費は、支

出済額１,５４８万４,２２１円で、主な支出は、

地域包括ケア体制推進コーディネーター業務専門

員１名分の報酬及び、次の３１７ページとなりま

すけれども、申請のあった地区コミュニティ協議

会が実施する生活支援に関する地域生活支援事業

補助金等になります。 

 同項１０目認知症総合支援事業費は、支出済額

１,１６９万２,８７６円で、主な支出は、介護予

防業務専門員２名分及び認知症地域支援業務専門

員１名分の報酬及び認知症カフェ業務委託等にな

ります。 

 次に、３款３項１目介護予防・生活支援サービ

ス事業費については、支出済額１億３,０１２万

４,８１５円で、主な支出は、要支援１、２及び

総合事業対象者に係る訪問・通所型サービスの事

業費になり、次に、同項２目介護予防ケアマネジ

メ ン ト 事 業 費 は 、 支 出 済 額 １ , ９ ８ １ 万

２,４３８円で、主な支出は、先ほど説明しまし

た介護予防・生活支援サービスに係るケアプラン

の作成費になります。 

 次に、同項３目高額介護予防サービス費相当事

業費は、支出済額５０万７,２９９円で、総合事

業対象者の医療と介護の自己負担が一定額を超え

た場合に支給されます。 

 次に、３款４項１目一般介護予防事業費につい

ては、支出済額２億６５７万４,４２５円で、主

な支出は、介護予防地域支援業務専門員２名分の

報酬及び職員５名分の給与費等のほか、社会福祉

協議会への地域づくり事業業務委託や介護予防総

合通所型事業など介護予防事業になります。 

 次に、３１９ページをお開きください。 

 同款５項１目審査支払手数料については、支出

済額８５万８,１６８円で、国保連に支払う総合

事業対象者分の手数料になります。 

 次に、４款１項１目介護給付費準備基金積立金

については、支出済額４７８万７,０００円で、

基金積立てを行ったものです。 

 ６款１項償還金及び還付加算金については、支

出済額７,１０２万１６２円で、１目第１号被保

険者保険料還付金は、第１号被保険者の介護保険

料の過誤納付に係る還付金で、２目償還金につい

ては、介護保険給付費確定などに伴う国・県への

返納金であります。 
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 なお、以上で説明しました歳出執行に当たって

５０万円以上予算流用で対応しました状況につい

て御説明いたしますので、再度、別冊議会資料の

５０万円以上の節間流用一覧を御準備いただきた

と思います。 

 本課の介護保険事業特別会計分は、２ページの

番号１３であります。 

 介護予防元気度アップ事業のポイント転換業務

において、新型コロナウイルス感染予防のため転

換利用券を対象者へ郵送する必要があったことか

ら、記載のとおり２０３万２,０００円を予算流

用し執行したものであります。 

 以上が、５０万円以上の節間流用の対応状況に

なります。 

 次に、歳入について御説明いたしますので、

３０７ページをお開きください。 

 １款１項介護保険料は、６５歳以上の第１号被

保険者の保険料になります。令和２年度現年分の

保険料徴収率は、年金天引きによる特別徴収につ

いては１００％でございますが、普通徴収に係る

収納率は８９.０％で、普通徴収に係る分は前年

度と比較し２.５％の増となっております。 

 ４節普通徴収の滞納繰越分については、収納率

が１４.２％で、前年度と比較し３.１％の増とな

っております。また、１,０６８万４,６５０円を

不納欠損処理しております。 

 次に、３款１項２目督促手数料は、収納率は

２０.５％、１０万５００円を同じく不納欠損処

理しております。 

 なお、介護保険料の滞納整理に対する取組とし

ましては、電話催告や自宅訪問等により、介護

サービス受給時の給付制限や保険給付の一時差止

めなど、介護保険の制度を詳しく説明を行いまし

て、制度理解に努めるとともに、分納誓約による

納付履行を図っていくこととしております。 

 次に、４款国庫支出金については、負担率及び

補助率は、１項１目介護給付費負担金と２項１目

調整交付金は、法定で居宅２５％、施設分が

２０％、同項４目地域支援事業交付金については、

包括的支援事業が３８.５％、介護予防日常生活

支援総合事業が２５％となっています。 

 また、同項５目保険者機能強化推進交付金は、

平成３０年度から新設された交付金で、高齢者の

自立支援、重度化防止に関する取組に対し交付さ

れるものです。 

 同項６目介護保険災害等臨時特例補助金は、新

型コロナウイルス感染等及び７月豪雨の影響によ

り実施した減免措置に対しまして、市町村の介護

保険事業の円滑運営を確保するとともに、介護保

険財政の安定化を図る目的として、コロナウイル

ス感染等に係る部分が１０分の６、７月豪雨に係

る部分が１０分の２で補助されるものでございま

す。 

 なお、減免措置に係る残りのコロナ関係の

１０分の４と７月豪雨に係る１０分の８につきま

しては、２項１目調整交付金において措置されて

おります。 

 同項７目介護保険保険者努力支援交付金は、令

和２年度から創設されたもので、介護予防、健康

づくり等に資する取組の評価に対して交付される

ものでございます。 

 次に、５款支払基金交付金は、１項１目介護給

付費交付金と、次の３０９ページの同項２目地域

支援事業支援交付金があり、第２号被保険者の負

担分として、社会保険診療報酬支払基金から交付

されるもので、負担率は介護給付分及び地域支援

事業ともに２７％になります。 

 次に、６款県支出金は、１項１目介護給付費負

担金と３項１目地域支援事業交付金があり、県の

負担分であります。負担率及び補助率は、介護給

付費負担金は、居宅１２.５％、施設１７.５％、

地域支援事業交付金については、包括的支援事業

１９.２５％、介護予防日常生活支援総合事業

１２.５％となっております。 

 次に、７款１項１目利子及び配当金は、介護給

付費準備基金利子収入でございます。 

 次に、９款繰入金は、１項１目一般会計繰入金

は、市の法定負担分を一般会計から繰り入れるも

ので、負担率は１節介護給付分については、居宅

及び施設ともに１２.５％、４節地域支援事業の

介護予防・日常生活支援総合事業分が１２.５％、

５節包括的支援事業・任意事業分が１９.２５％

及び７節低所得者保険料軽減分は、軽減に係る

国・県・市それぞれの負担分を合計した額を繰り

入れております。 

 次に、１０款繰越金は、前年度からの繰越金で

す。 

 次に、３１１ページをお開きください。 
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 １２款諸収入は、主なものは、４項３目雑入の

備考欄の４行目に記載の地域包括支援システム負

担金になります。 

 次に、３２１ページを開きください。 

 実質収支に関する調書ですが、歳入総額

１０８億３,８３１万４,０００円に対しまして、

歳出総額１０６億１,０５１万７,０００円、歳入

歳出差引額は２億２,７７９万６,０００円となり、

翌年度へ繰り越すべき財源がないことから実質収

支 額 は １ , ０ ０ ０ 円 未 満 切 り 捨 て の ２ 億

２,７７９万６,０００円となりますが、国・県等

への返納金が１億３０２万９,７６５円と予定し

ていることから、実質的には１億２,４７６万

６,９４７円が令和２年度の財源となります。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）一般質問で取り上げて、直

接高齢の方からの連絡もあって、その方だけの声

ではないということで、これはもうやり取りして

はいますけれども、やはり重い負担になってると、

せめて当初の保険料半分ぐらいにできればいいな

という声があることを御紹介しておきます。 

○委員（犬井美香）節間流用の１３の介護予防

の元気度アップ事業に２０３万２,０００円とい

う支出があるんですけれども、この転換利用券は

どのような人が対象者なのか。多分、今回だけ郵

送ということなのかもしれないんですけれども、

送付したのは何件ぐらいあったかというのを教え

てください。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）この元

気度アップカードは、原則６５歳以上の方がいろ

んなサロンとかに参加されたときに押す分と、

４０歳以上の方はボランティア、社協のボランテ

ィアに登録した分であります。 

 あと、これを郵送した理由が、通常は本人が窓

口にいらして、特別会場を設けるんですけど、そ

の中で交換がどうしても１時間とか２時間とかお

待ちいただくことになってすごく密になるんです。

４月１日から始めると。１日１００人、２００人

いらっしゃるので。それはもうちょっと避けたほ

うがいいということで、一旦カードをお預かりし

ます。そのカードのポイントに応じた分をコピー

と一緒に郵送してました、令和２年度から。そう

しないと密を避けないといけないので、郵送をす

るということで処理をさせていただきました。通

常、年間７,０００人以上の方のポイント交換を

させていただいております。 

○委員長（帯田裕達）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑は尽きたと認めま

す。 

 これより、討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「討論あり」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）ただいま討論の声があ

りますので、これより討論を行います。 

 まず、本決算の認定に反対の討論はありません

か。 

○委員（井上勝博）これはもう一般質問でも取

り上げて、もう御承知のとおりで、年金暮らしの

方がこれからずっと先行き不安に思っていらっし

ゃると、アルバイトをされながらやられてる、生

活されてる方々が、年を取るにつれてやはり仕事

ができなくなってくる、一方では介護保険料が負

担が重いと、せめて半額にしてほしいという声が

あります。これも、国の制度ではありますけれど

も、自治体としても努力をするという、保険料を

引き下げる努力をするということをしていただき

たいということを要望し、反対の討論いたします。 

○委員長（帯田裕達）次に、賛成の討論あり

ませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）反対の討論ありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）これで討論を終わりま

す。 

 採決します。採決は起立により行います。本決

算を認定すべきものと認めることに賛成する委員

の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○委員長（帯田裕達）起立多数であります。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

 以上で、高齢・介護福祉課の審査を終わります。 

────────────── 

△保護課の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、保護課の審査に
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入ります。 

────────────── 

△議案第９５号 決算の認定について（令

和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決

算） 

○委員長（帯田裕達）審査を一時中止してお

りました議案第９５号を議題とします。 

 初めに、決算の概要について部長の説明を求め

ます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）決算附属書の

８６ページをお願いいたします。 

 保護課の令和２年度の決算額ですが、１６億

８,２９５万１,３３５円となっております。 

 主な取組でございますが、１番、生活保護制度

では、生活困窮者に対して必要な保護を行うとと

もに、就労意欲の喚起など経済的自立に向けた支

援を実施をいたしております。 

 なお、保護の状況、保護率等については記載の

とおりですので、御覧いただきたいと思います。 

 次に、２番、行旅病人等取扱い事務費でござい

ますけれども、こちらは行旅病人及び行旅死亡人

取扱いに基づいて、行旅死亡人の対応を行うもの

でございますけれども、令和２年度は実績がござ

いませんでした。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○保護課長（新川皇祐）それでは、まず歳出

から御説明いたします。 

 決算書の１１３ページをお開きください。 

 ３款１項１目社会福祉総務費、保護課分は

１１５ページになります。 

 備考欄、一つ目の丸印、事項、行旅病人等取扱

い事務費、執行額ゼロ円でありますが、これは行

旅死亡人に係る葬儀委託料及び行旅病人に係る医

療費等を計上していましたが、令和２年度にこれ

らの事案が発生しなかったため執行がなかったも

のです。未執行額は１００万４,０００円であり

ます。 

 次に、１３１ページをお開きください。 

 ３款４項１目生活保護総務費の支出済額は３億

５,４１３万３,３２５円であります。 

 備考欄で主なものを御説明いたします。 

 事項、生活保護管理運営費は、嘱託医二人分及

び生活保護高齢者世帯等支援員二人分の報酬、保

護課職員１７人分の給与費、生活保護システム保

守業務委託ほか１件委託、令和元年度生活保護費

等国庫負担金の実績確定による差額分の国庫支出

金等精算返納金などが主なものであります。 

 次に、事項、生活保護適正実施推進事業費では、

生活保護の適正な運営を確保するために、生活保

護面接相談員など６人分の報酬及び社会保険料、

医療扶助レセプト管理クラウドシステムサービス

業務委託などが主なものであります。 

 次に、事項、被保護者就労支援事業費の主なも

のは、被保護者の就労を支援し、自立を助長する

ための就労支援員一人分の会計年度任用職員（月

額）の報酬及び社会保険料などであります。主要

施策の成果にありますが、これにより就労を開始

して収入が安定した１２世帯が自立し、保護廃止

となっております。 

 次に、３款４項２目扶助費の支出済額は、

１３億２,８８１万８,０１０円であります。 

 １３３ページの備考欄を御覧ください。 

 生活扶助以下１１種の扶助費を支出しておりま

すが、御覧のとおり支出状況として医療扶助費が

突出しており、次いで生活扶助費、住宅扶助費が

多額を占めております。 

 続きまして、歳入について御説明いたします。 

 決算書の２９ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金４節生活保護費負

担金、収入済額１１億９,１４５万６,９７７円は、

被保護者就労支援事業に要した費用の４分の３を

被保護者就労支援事業費負担金として、次の生活

保護費負担金（過年度分）は、令和元年度の生活

保護費国庫負担金の確定に伴い、扶助費のうち介

護扶助が精算不足であったことから、国庫負担金

の追加交付分を令和２年度に受け入れたものであ

ります。 

 次の被保護者健康管理支援事業費負担金は、令

和３年１月から被保護者健康管理支援事業が必須

事業になったため、支出した費用の４分の３を国

から受け入れたものです。 

 次の生活保護費負担金は、生活保護費として支

出した費用の４分の３を国から受け入れたもので

あります。 

 次に、３１ページをお開きください。 

 最下段、１５款２項２目民生費補助金、保護課

分は３３ページの中ほど、４節生活保護費補助金
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になります。備考欄、生活保護適正実施推進事業

費補助金の収入済額１,１２９万３,０００円は、

生活保護面接相談員など６人分の会計年度任用職

員（月額）の雇用に要する経費について補助金を

受け入れたものであります。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 １６款１項１目民生費負担金４節生活保護費負

担金、備考欄は３９ページの上段になります。収

入済額３,６９３万５,８２９円は、居住地や帰来

場所がないもの、例えば長期入院等により住宅を

失った被保護者分について、市が支弁した保護費、

保護施設事務費等の４分の１に相当する分につい

て県負担金を受け入れたものであります。 

 次に、６１ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入１節雑入の保護課分は、

６５ページをお開きください。備考欄下から二つ

目の米印、生活保護返納金であります。生活保護

返納金（滞納分）は、過年度分の保護費返還金で、

その下、生活保護返納金は現年度分の保護費返納

金、その下の生活保護徴収金は現年度分の生活保

護法第７８条に規定する生活保護費の不正受給と

判断した分の徴収金であります。 

 不納欠損は、３件の９８万１０７円であります。

いずれも被保護者死亡により徴収不能となり、

５年の時効を経過したものであります。 

 収入未済額は、１２３件、２ ,３２７万

７,７８８円であります。これらは、保護費返還

金でありますが、徴収については組織的に取り組

んでいるところでありますが、生活困窮者であり

返還に当たり余裕のない生活費から徴収すること

から厳しい状況であります。今後も鋭意徴収努力

を続けていく考えです。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑はないと認めます。 

 以上で、保護課の審査を終わります。 

────────────── 

△子育て支援課の審査 

○委員長（帯田裕達）次は、子育て支援課の

審査に入ります。 

初めに、決算の概要について部長の説明を求

めます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）決算附属書の

８７ページをお願いいたします。 

 令和２年度の子育て支援課の決算額でございま

すが、７８億８,３４８万２,０９２円でございま

す。 

 主な取組ですが、１番、子育てと仕事が両立で

きる環境づくりといたしまして、延長保育や一時

預かり事業、ファミリーサポートセンター事業、

育児リフレッシュ事業等を行っております。また、

児童福祉施設整備事業により認定こども園の整備

を実施をしたほか、新型コロナウイルス感染拡大

防止のための保育施設等への助成を行っておりま

す。 

 ８９ページをお願いいたします。 

 一番上、２、生活を支える子育て支援の充実で

は、児童手当や児童扶養手当を支給したほか、新

型コロナウイルス感染症による影響を緩和する子

育て支援対策として、臨時特別給付金の支給をそ

れぞれ行っております。 

 ９０ページをお願いいたします。 

 ３、児童クラブの拡充では、放課後児童クラブ

への各種助成を行っております。 

 ９１ページをお願いいたします。 

 ４、特定教育施設地域型保育事業の運営では、

市内の認定こども園、保育所、地域型保育事業所、

僻地保育所等において乳幼児の保育を行っており

ます。 

 なお、保育施設の入所調整作業の迅速化等を図

るため、保育施設ＡＩ入所調整システムを導入を

いたしております。 

 ９２ページをお願いいたします。 

 中段、５、ひとり親家庭等の生活の安定と向上

では、ひとり親家庭等への医療費助成や母子家庭

等の自立促進のための能力開発、資格取得への支

援を行っております。 

 ６、子どもの健康と福祉の充実では、高校修了

年齢までの子どもの医療費の全額助成を行ってお

ります。 

○委員長（帯田裕達）引き続き、当局の補足

説明を求めます。 

○子育て支援課長（遠矢一星）それでは、ま

ず歳出について御説明いたしますので、決算書の

１２３ページをお開きください。 

 下のほうになりますけれども、３款３項１目児
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童福祉総務費のうち、本課分は、令和元年度から

繰り越した新型コロナ感染拡大防止対策事業経費

４,５５０万円を含め、支出済額５億５,１９１万

２,２５５円で、主なものは右側備考欄を御覧く

ださい。 

 まず、事項、児童福祉管理運営費では、行政事

務専門員、次の１２５ページをお開きいただき、

ファミリサポートセンター業務専門員及び職員

１３人分の人件費、また地域子育て支援センター

や病児保育事業等の委託料、また一時預かりや障

害児保育事業、新型コロナ感染拡大防止等の各種

補助金になります。 

 次に、事項、児童福祉施設整備費では、

１２７ページをお開きいただき、水引保育園の老

朽化に伴う建替え工事に係る令和２年度分の補助

金で、建替え後は認定こども園として本年１１月

に移行予定です。 

 次の事項、女性・家庭児童相談費は、障害・社

会福祉課所管です。 

 次の事項、利用者支援事業費では、保護者等が

教育・保育施設等を円滑に利用できるようサポー

トするもので、利用者支援事業業務専門員二人を

配置しております。 

 次の事項、保育対策総合支援事業費は、保育所

等におけるＩＣＴ化等への取組に係る業務効率化

推進事業補助金と保育士の負担軽減を図るため保

育士資格を有しない者を配置した保育所等への保

育体制強化事業補助金が主なものです。 

 次に、２目児童措置費は、支出済額１７億

６,５４４万４,５６５円で、児童手当及び令和

２年度に実施した子育て世帯への臨時特別給付金

に係る人件費や事業費になります。 

 次 に 、 ３ 目 児 童 館 費 は 、 支 出 済 額 ３ 億

２,０５０万６,０００円で、４０か所の放課後児

童クラブへの運営補助金等、８種類１５６件の補

助金になりますが、令和２年度は新型コロナ感染

拡大防止のため学校が休業となった昨年４月

２２日から５月８日までの間の臨時開設に係る運

営費補助金も含まれております。 

 次に、４目保育園費は、支出済額４２億

１ ,５７８万８ ,７７３円で、主な内容は、

１２９ページをお開きいただき、行政事務専門員

や下甑保育所の保育士業務専門員に係る人件費、

総務省の情報通信技術利活用事業費補助金を活用

した保育施設ＡＩ入所調整システム導入委託や里

保育園の指定管理委託料、里保育園の保育室拡充

のための里生活支援ハウス改修工事や扶助費とし

て、保育園、認定こども園等の運営費並びに幼稚

園等の預かり保育等に係る助成として施設等利用

給付費になります。 

 なお、国庫支出金等精算返納金は、令和元年度

子どものための教育・保育給付費の確定に基づく

もののほか、後ほど歳入の際に御説明しますが、

平成２９年度及び平成３０年度の２か年間、１施

設において給付費の過払いを確認したため、その

精算に係る国県負担金の返納分も含まれておりま

す。 

 次に、５目母子福祉費のうち、本課分は、支出

済額７億１,４６９万３,４６１円で、主な内容は、

事項、母子福祉対策事業費は、ひとり親家庭等医

療費助成及び母子家庭等自立支援給付費の扶助費

等であり、事項、児童扶養手当福祉費は、次の

１３１ページをお開きいただき、新型コロナ関連

の特別給付金に係るシステム改修委託や児童扶養

手当及び特別給付金に係る扶助費になります。 

 次に、１３５ページをお開きください。 

 ４款１項１目保健衛生費のうち、本課分は、備

考欄の一番上のほうになりますけれども、子ども

医療費助成費で、支出済額３億１ ,５１３万

７,０３８円で、医療費助成の扶助費になります。 

 次に、別冊５０万円以上の節間流用一覧を御準

備いただきたいと思います。 

 本課分は、７番から９番までの３件で、まず

７番は、各保育所等へ補助金を交付する新型コロ

ナ感染拡大防止対策事業において、公立である里

及び下甑保育園の２施設分については、本来、市

が直接必要な備品等を購入するため備品購入費に

計上しなければならかったものを、誤って私立の

保育所等と同様に補助金に計上してしまっていた

ことによるもので、８番については、保育対策総

合支援事業費の国庫支出金等精算返納金に不足が

生じたもの、９番については、ひとり親世帯臨時

特別給付金の年度内２回目の再支給が実施される

ことに伴い、システムの一部改修が必要になった

ことから、それぞれ流用により対応させていただ

いたものになります。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますの

で、決算書の１５ページをお開きください。 
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 まず、１３款２項１目民生費負担金３節児童福

祉費負担金は、備考欄に記載の保育所等の保護者

負担金が主なものです。 

 なお、不納欠損５１万５,０００円は保育料滞

納分で、平成１７年度から平成２６年度までの間

の５人分、消滅時効により処理したもので、収入

未済は保育料及び子育て支援短期利用負担金の現

年度分及び過年度分で合計６４８万６０４円とな

っておりますが、対前年度比較では約１８０万円

減少しているところです。 

 次に、２７ページをお開きください。 

 １４款２項２目民生手数料１節民生手数料で、

本課分は、備考欄に記載の児童手当受給証明手数

料と工事施工証明手数料になります。 

 次の２節督促手数料は、保育料の督促手数料で、

不納欠損は平成１７年度から平成２６年度までの

４人分で、収入未済が３万９,４００円となって

おります。 

 次に、２９ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金３節児童福祉費負

担金のうち、本課分は、備考欄に記載の過年度分

を含む児童手当、児童扶養手当、保育所運営費等

に係る子どものための教育・保育給付費負担金等

６件になります。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項２目民生費補助金３節児童福祉費補

助金の主なものは、保育所等整備交付金、ひとり

親世帯への臨時特別給付金に係る母子家庭等対策

総合支援事業費補助金、子育て世帯への臨時特別

給付金に係る補助金及び放課後児童クラブや延長

保育等に係る子ども・子育て支援交付金等９件で、

令和元年度から繰り越した保育所等に対する新型

コロナ感染拡大防止事業に係る補助金も含まれて

おります。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 下のほうになりますけれども、１６款１項１目

民生費負担金３節児童福祉費負担金のうち、本課

分は、備考欄に記載の児童手当及び保育所運営等

に係る教育・保育給付費負担金等３件になります。 

 次に、４１ページをお開きください。 

 上のほうになりますが、１６款２項２目民生費

補助金３節児童福祉費補助金のうち、本課分は、

備考欄の保育所等に対する新型コロナ感染拡大防

止に係る感染症緊急包括支援補助金、里保育所の

居室拡張工事に係る特定離島、認定こども園運営

費の一部補助に係る子どものための教育・保育給

付費地方単独補助金や放課後児童クラブなど地域

子育て支援１３事業に係る地域子ども・子育て支

援事業費補助金等８件になります。 

 次に、１６款２項３目衛生費補助金１節保健衛

生費補助金のうち、本課分は、備考欄の下のほう

に記載の乳幼児医療補助金になります。 

 次に、４９ページをお開きください。 

 上のほうになりますけれども、１６款３項２目

民生費委託金２節児童福祉費委託金は、地域児童

福祉事業等調査委託に係るもので、保育所等に依

頼した統計調査に対する謝金的なものになります。 

 次に５１ページをお開きください。 

 １７款１項１目財産貸付収入１節土地建物貸付

収入のうち、本課分は、備考欄の中段辺りに記載

の市有地を活用して運営している認定こども園川

内すわこども園セカンドへの土地貸地料と電話柱

設置に係る貸地料になります。 

 次に、６７ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入のうち、本課分は、備考欄

の上段辺りに記載の児童手当や児童扶養手当の返

納金等６件になりますが、保育所運営費返納金

（過年度分）の１,０８４万９,７５０円は、歳出、

保育園費の国庫支出金等精算返納金で少し触れま

したが、一つの認定こども園の運営費で、平成

２９年度と平成３０年度において保育単価の加算

認定に誤りがあったため、２年分の差額を返納頂

き、国県相当分については国庫支出金等精算返納

金として返納したところです。 

○委員長（帯田裕達）ただいま当局の説明が

ありましたが、これより質疑に入ります。御質疑

願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）質疑はないと認めます。 

 以上で、議案第９５号決算の認定について（令

和２年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）のう

ち、本委員会付託分の質疑は全て終了いたしまし

たので、これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）討論はないと認めます。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 
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［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、本決算は認定すべきものと決定しました。 

 以上で、子育て支援課の審査を終わります。 

────────────── 

△委員会報告書の取扱い 

○委員長（帯田裕達）以上で、日程の全てを

終わりましたが、委員会報告書の取りまとめにつ

いては委員長に一任いただくことに御異議ござい

ませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、そのように取り扱います。 

────────────── 

△閉会中の委員派遣の取扱い 

○委員長（帯田裕達）次に、閉会中の委員派

遣についてお諮りします。 

 現在のところ現地視察は予定しておりませんが、

今後必要となった場合は、その手続を委員長に一

任いただきたいと思いますが、そのように取り扱

うことに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（帯田裕達）御異議なしと認めます。

よって、そのように決定しました。 

────────────── 

△閉  会 

○委員長（帯田裕達）以上で、生活福祉委員

会を閉会いたします。 
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